
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

カン事

ＪＲ

13-006

カンボジア王国 

淡水養殖改善・普及計画フェーズ 2 

中間レビュー調査報告書 

カンボジア事務所 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2013年）  

平成 25 年 2 月 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

カンボジア王国 

淡水養殖改善・普及計画フェーズ 2 

中間レビュー調査報告書 

カンボジア事務所 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2013年）  

平成 25 年 2 月 



 

 

序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、カンボジア王国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、2011 年

3月より技術協力プロジェクト「淡水養殖改善・普及計画フェーズ2」を4年間の計画で実施してい

ます。 

今般、プロジェクトの中間地点を迎えたことを受け、協力期間前半における活動実績等の確認、

計画に対する達成度の検証、評価5項目の観点からの評価を行うとともに、プロジェクト後半の行

動計画について検討することを目的として、2013年1月27日から2月14日の間、当機構竹内博史を

団長とする中間レビュー調査団を派遣しました。 

本報告書は、同調査団によるカンボジア王国政府関係者との協議及びレビュー結果等を取りま 

とめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うもの 

です。 

最後に、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を賜りました両国の関係者の皆様に心から感 

謝の意を表すとともに、今後の更なるご支援をお願い申し上げます。 

 

平成25年2月 

 

独立行政法人国際協力機構 

カンボジア事務所長 井﨑 宏 
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プルサット州の共有池の管理グループ シェムリアップ州の共有池（左：取替えた土管）
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種苗生産農家の稚魚育成タンク 種苗生産農家の親魚育成池 

  

種苗生産農家からの聞取り 種苗生産農家による水田養殖（収穫後） 

  

種苗生産農家による水田養殖（掘削中） 小規模養殖農家による水田養殖（収穫後） 

 



 

 

  

小規模養殖農家（プルサット州） 小規模養殖農家（バッタンバン州） 

  

小規模養殖農家（シェムリアップ州） 小規模養殖農家のティラピア 

  

バッタンバン州カントンメン聞取り 第2回合同調整委員会 
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略語 正式名称 和 訳 
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DAD Department of Aquaculture Development 養殖開発部 

FAIEX 
Freshwater Aquaculture Improvement and 

Extension Project 
淡水養殖改善・普及計画 

FiA Fisheries Administration 水産局 

FSP Fish Seed Producer 種苗生産農家 

FTF Farmer to Farmer (Training) 農民間研修 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

NSDP National Strategic Development Plan 国家戦略開発計画 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PO Plan of Operation 行動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

USAID 
United States Agency for International 

Development 
米国国際開発庁 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名：カンボジア王国 案件名：淡水養殖改善・普及計画フェーズ2 

分 野：農林水産 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：カンボジア事務所 協力金額（評価時点）：約3億5,800万円 

協力期間 

（R/D）2011年3月1日～ 

2015年2月28日（4年間）
先方関係機関：農林水産省水産局 

（延長）： 日本側協力機関：なし 

（F/U）： 他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では約80％の労働人口が漁業を含む農業分野

に従事しており、その生計を主にコメに依存している。しかし、灌漑施設が不十分であること

や、洪水や旱魃が頻発することなどから、農家の生計の多角化が重要な課題となっている。一

方で、国民1人当たりの年間魚類消費量が52.4㎏と世界で4番目の高さを誇り、特に淡水魚は最も

容易に入手できるたんぱく源のひとつであるため、国民は動物性たんぱく質摂取の75％を水産

物に依存しているといわれる。作物や現金収入源の多様化といった観点からも、水田、水路、

ため池などを利用した小規模養殖に対する関心は高い。しかし、国内では安定的な養殖種苗を

供給する業者は少なく、その多くを周辺国からの輸入に依存している。また、農村地域では養

殖の伝統がないため、飼育のノウハウと養殖用種苗の不足が農家の養殖実践の妨げになってい

た。 

このような状況にかんがみ、カンボジア政府は、国家戦略開発計画（National Strategic 

Development Plan 2009-2013：NSDP）において、貧困住民の水産資源に対する持続的なアクセス

の確立による、食料確保、栄養改善、収入源・生計手段の確保などの観点から、養殖技術普及

を重視し、各種施策を展開している。JICAは、これらのカンボジアによる努力を支援するため

2005年2月から5年間、南部4州で小規模養殖を普及させることを目的とした技術協力プロジェク

ト「淡水養殖改善・普及計画（フェーズ1）（Freshwater Aquaculture Improvement and Extension 

Project：FAIEX-1）」を実施した。同プロジェクトでは、種苗生産農家を重点的に育成し、農家

から農家への養殖技術の普及を行うアプローチにより、対象村落の状況に適合した技術が農民

の間で急速に拡大し、当初のプロジェクト目標（養殖技術を行う小規模農家数4,400戸）を達成

しプロジェクトが終了した。 

カンボジア政府は、フェーズ1の成果を活用しつつ、自然及び社会環境に適した養殖技術の開

発・改良を行い、その技術を全国的に普及させていくため、貧困度がより高く養殖環境が異な

る北西部3州を対象に、農林水産省水産局をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とした「淡

水養殖改善・普及計画フェーズ2（FAIEX-2）」を日本政府に要請し、2011年3月より2015年2月ま

での4年間の予定で本プロジェクトが実施されることとなった。 

今般プロジェクト期間の中間時点を迎え、評価ガイドラインに従い中間レビュー調査が実施

された。 
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１－２ 協力内容 

北西部3州（プルサット州、バッタンバン州、シェムリアップ州）を対象に、フェーズ1で実

証された農民間研修、農民間ネットワークの形成などのアプローチにより持続的な小規模養殖

の普及を促進し、小規模養殖による養殖魚生産量の増加をめざす。 

    

（1）上位目標 

対象州において、小規模養殖農家の家計が改善される。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象州において、小規模養殖の生産量が増加する。 

 

（3）成 果 

1．小規模の種苗生産・養殖技術が改善される。 

2．養殖普及事業に係る地方行政の能力が強化される。 

3．種苗生産農家が育成される。 

4．対象州において、小規模増養殖活動が展開される。 

5．種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される。 

 

（4）投 入（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣  5分野7名（合計47.82M/M） 

機材供与   約1,728万4,958円 

タクビル種苗生産ステーション改修  約440万9,018円 

ローカルコスト負担         約5,746万4,438円 

研修員受入  本邦研修2名 第三国研修（インドネシア共和国及びインド）合計27名

相手国側： 

カウンターパート配置  カウンターパート職員21名 

土地・施設提供 プノンペン水産局内プロジェクト事務所 

タクビル種苗生産ステーション（シェムリアップ） 

その他 養殖池の建設（プルサット州に1,000池）、プロジェクト事務

所光熱費 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野：氏名  所属） 

団長・総括： 竹内 博史 JICAカンボジア事務所 次長 

農漁村社会開発：山尾 政博 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授 

淡水養殖技術： 千頭 聡 JICA国際協力専門員 

評価分析： 大橋 由紀 合同会社適材適所 

評価計画： 植田 渉 JICAカンボジア事務所 ナショナルスタッフ 

協力企画： 井手 直子 JICAカンボジア事務所 企画調査員 

＊カンボジア側合同評価委員2名の参加により合同評価が実施された。 
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調査期間 2013年1月27日～2月14日（19日間） 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプット1：小規模の種苗生産・養殖技術が改善される 

活動の進展に合わせて既にいくつかの技術の改良が確認されている。「指標1-1：実験を通

じて、技術改良数が増加する」については、今までのタクビル種苗生産ステーションでの

試験を通して、ホルモン剤の選定と使用方法、水槽の形状、水質の検討、産卵以降の初期

稚魚の池での管理方法などが検討され、既に技術改良が進んだ。これらの技術は今後の研

修テキストや技術マニュアルの改訂に反映される予定である。「指標1-2：成長率や生残歩留

りを含む技術改良レベルが、改善される」については、技術改良レベルを測定するために

必要な生残率のデータがベースライン値として測定された。今後の技術改良により値が向

上することが期待されている。 

 

（2）アウトプット2：養殖普及事業に係る地方行政の能力が強化される 

普及事業に携わるカウンターパート職員の能力強化が進展している。「指標2-1：養殖及び

種苗生産技術に係る普及活動を適切に行える地方普及員の割合が、平均で30％以上に達す

る」については、平均で30％以上の規準が明確でなく目標値は見直しが必要であるが、普

及員であるカウンターパート職員の能力評価アセスメントの結果は向上していることが確

認された。「指標2-2：地方普及員の指導力に関して、種苗生産農家の満足度が、平均で80％

以上に達する」については、中間レビューの質問票調査の結果では、種苗生産農家の74％

が満足であると回答した。 

 

（3）アウトプット3：種苗生産農家が育成される 

本アウトプットについては課題が確認されている一方で、種苗生産農家の育成は進展が

確認された。「指標3-1：各対象州において、種苗生産可能な農家数が、19農家から45農家に

増加する」については、既に対象州全体で30の種苗生産農家が育成されたが、第3年次の候

補となる種苗生産農家についてはクライテリアを満たす農家が十分に確保されておらず、

目標の45農家の達成は厳しい状況である。「指標3-2：対象地域において、少なくとも3魚種

の種苗生産を行える農家数が、200％増加する」については、第1年次の種苗生産農家の大

部分は3魚種以上の種苗生産を行っている一方、第2年次については各農家の能力を今後確

認していく必要がある。「指標3-3：対象地域の種苗生産量が、200％増加する」については、

2012年には干魃・洪水の影響が生じ期待どおりの生産量とならなかったが、気候の影響が

なければベースライン値の2倍は達成されることが見込まれる。「指標3-4：対象地域におい

て、種苗生産農家の販売収入が、200％増加する」については、現在までに種苗の価格は上

昇傾向にあることから、生産量が2倍になれば販売収入も2倍、またはそれ以上になること

が考えられる。 

 

（4）アウトプット4：対象州において、小規模増養殖活動が展開される 

予定を上回る活動実績により、計画以上の進展が確認された。「指標4-1：対象地域におい

て、農民間研修（Farmer-to-farmer研修）から便益を得た小規模養殖農家の軒数が、3,000戸
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以上に達する」については、2年次までの目標750戸に対し897戸が農民間研修に参加した。

「指標4-2：対象地域において、共有池を適切に管理する小規模養殖農家数が30戸に増加す

る」については、対象である4つの共有池事業の支援が順調に進展していることが確認され

たが、指標については再検討が必要とされている。 

 

（5）アウトプット5：種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される 

ネットワーク形成が順調に始まっている。「指標5-1：種苗生産技術、種苗生産・販売など

に関する情報交換会が、年2回開催される」については、第1回目の会合が各州で開催され、

バッタンバン州では既に農家が自分たちで3回以上の会合を実施している。「指標5-2：対象

地域において、種苗生産技術、種苗生産・販売、必要な投入の調達などに関する助言や提

言の数が増加する」については、上述の会合や農家間のコミュニケーションが必要に応じ

て行われていることが確認されていることから、助言や提言の数は増加していると考えら

れる。 

 

（6）プロジェクト目標：対象州において、小規模養殖の生産量が増加する 

本プロジェクト目標は外部要因の影響がなければ達成が見込まれる。「指標1：対象地域

でプロジェクトが推進する小規模養殖の年間生産量が、2015年に150tに増加する」は、2012

年に干魃や洪水の影響から小規模養殖が敬遠されたと考えられ、2011年に育成された小規

模養殖農家の約半数程度が養殖を中止した。指標達成には小規模養殖農家の生産継続が重

要であるが、今後気候による影響がなければ生産が再開されることが期待されている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトは、対象グループのニーズ、カンボジア政府の国家戦略開発計画（NSDP）

や水産局の戦略、日本の対カンボジア支援戦略との整合性が確認された。また、第1フェー

ズから引き継いだ農民間研修や農民間ネットワーク等の小規模養殖普及のアプローチは、

政府の養殖普及事業が行き届かない状況下、持続的な小規模養殖を促進するための手法と

しての適切性も評価されている。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトのプロジェクト目標は、主に自然災害による外部要因の影響が生じなけ

れば達成見込みは高いといえる。プロジェクト目標と各アウトプットは直接の因果関係が

認められるが、プロジェクト前半で主要な外部要因である干魃や洪水といった自然災害の

ネガティブな影響が既に生じており、今後もその影響が心配される。しかし、プロジェク

ト期間前半と同様のペースで後半も活動を進めることで、フェーズ1の経験からも気候によ

る阻害要因の影響がなければプロジェクト目標の達成が見込める。 

 

（3）効率性 

プロジェクト実施中にいくつかの課題が生じているものの、追加の活動で対応し、各活

動の進展の結果として各アウトプットが発現している。一方、各アウトプットの達成状況
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を適切に判断するためには、いくつかの指標について見直しが必要とされている。投入は

直接活動に結びついている。第1フェーズの経験や育成された人材が効果的に活用されてい

る一方、活動中に生じた課題に対処するために、追加の投入が必要となるケースが生じて

いる。カンボジア側の人材については討議議事録（Record of Discussions：R/D）に記載され

ているとおり配置されたが、対象農家の増加に伴い業務量が増加していることから、増員

の必要性が確認された。 

 

（4）インパクト 

中間レビュー時点では上位目標の達成レベルの予測は時期尚早であったが、多くの種苗

生産農家が種苗を販売する顧客の拡大のためにも養殖技術を新たな農家に移転していく意

向を表明しており、既にプロジェクトが調整・実施している農民間研修以外でも種苗生産

農家が独自に養殖農家へ技術移転を行うケースが多く確認されていることから、現状では

自然災害の影響が生じなければ達成の可能性は高いと考えられる。一方、正の波及効果と

して、種苗生産農家や普及員が本プロジェクトを通して得た知識をプロジェクトの枠組み

を超えて活用していることが確認された。 

 

（5）自立発展性 

本プロジェクトは、対象地域の農家間で養殖生産の持続性を確保することを考慮したデ

ザインとなっており、農家が一度十分な知識や技術を習得し生産を安定させることができ

れば、政府の支援は最低限であっても、その後は独自に生産を継続・拡大していくことを

めざしている。そのためには種苗生産農家の役割が重要であり、種苗生産農家の強化は自

立発展性確保のために最も重要な課題のひとつであると考えられている。一方、カウンタ

ーパート職員については、活動に必要な予算の確保が必要となる一方で、プロジェクト終

了後のフォローアップや活動の継続にかんがみプロジェクト期間中に十分な技術や経験を

得ることが重要となっている。環境面では、一部の種苗生産農家が本プロジェクトの対象

魚種外であるクラリアスの交配種の種苗生産を独自に始めているが、交配に用いるアフリ

カ原産種は現地の生態系に影響を与える可能性がある魚種のひとつと考えられている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトの小規模農家への養殖普及アプローチである農民間研修や農民間ネット

ワークの構築等は第1フェーズで効果が実証されており、同様のアプローチを用いたことで

本プロジェクトでも持続性にかんがみた養殖生産の促進が進められている。農民間普及は

既に自立的に機能していることが確認された。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

実施中に3-4に示すような課題が生じ、対処策として追加の活動や投入が必要となったが、

プロジェクトチームが柔軟に対応し、おおむね計画どおりに活動が進捗している。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

計画内容に関する要因は特定されなかった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ 第2年次には、多くの種苗生産農家が資金不足や時間の不足により生産を開始するため

の準備に遅れが生じた。プロジェクトでは第1フェーズで育成された人材の活用や親魚

の配布等により、最終的に生産に間に合うタイミングでの準備が可能となった。 

・ 本プロジェクトの対象州は第1フェーズの対象地域と比較して農家がそれほど養殖に親

しんでおらず、近隣の養殖農家を観察して技術やノウハウを学んだりすることが難し

い状況にある。生産の継続を促進するために、プロジェクトでは農家の技術支援・促

進の活動を追加して実施している。 

・ 雨期の初旬に降水量が足らず、水不足が生じたことで種苗生産の開始が遅れ、更に養

殖農家の養殖開始にも遅れが生じた。これにより、対象地域の生産量全体にネガティ

ブな影響が生じた。 

・ 多くの種苗生産農家で資金不足により中間育成池が不足しており、種苗生産量の増加

を阻害する要因となっている。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは第1年次第2年次の活動を計画どおりに実施し、順調な進捗が確認されてい

る。その結果、現時点までにそれぞれのアウトプットが既に発現しはじめている。外部要因の

影響や実施中に生じた課題が確認されているものの、終了時までには目標の達成が見込まれる。

妥当性は対象グループのニーズ、カンボジア政府の政策、日本の支援政策の面から引き続き高

いことが確認された。また、フェーズ1から引き継いだアプローチは、小規模農家の間で持続的

な養殖の発展をめざすにあたり適切であると評価されている。有効性については、外部要因の

影響が生じており、今後も小規模養殖の生産量を増加させるにあたり影響が心配されるが、自

然災害の影響がなければアウトプット達成の結果としてプロジェクト目標の達成が期待でき

る。効率性については、プロジェクト活動は投入を効率的に活用して実施されており、特に第1

フェーズの経験や人材を有効に活用していることが確認された。同時に、第1フェーズの条件と

は異なる対象地域の特徴が明らかになり、追加の活動や投入が必要とされる場面も生じた。こ

のような状況下、計画どおりに活動を進めるためにはカウンターパート職員の増員が求められ

ている。インパクトについては、上位目標の達成レベルを予測するには時期尚早であるが、種

苗生産農家による農民間普及が既に独自に機能していることが確認された。また、種苗生産農

家や普及員の間にいくつかの正の波及効果が生じていることが確認された。最後に、本プロジ

ェクトは政府の支援が最低限だとしても農民間普及やネットワークにより農家が自立発展的に

生産を行うことをめざしたデザインとなっていることから、対象地域においては小規模農家の

種苗及び養殖生産の持続性が期待できる。カウンターパート職員もまた、プロジェクト活動の

フォローアップのために必要な能力を強化していくことが期待されている。 
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３－６ 提 言 

（1）指標となる種苗生産農家の数 

中間レビュー調査時までにプロジェクトで育成された種苗生産農家数は、ほぼ計画どお

りに進捗していた。これに加えプロジェクトは、種苗生産農家候補の選定基準に従い、第3

年次種苗生産農家の選定作業を進めている。しかしながら、当該地域に同基準を満たす農

家が十分な数存在しないことから、指標となる種苗生産農家の数を減少させることがふさ

わしい。これによって、十分な資質も有する農家を選定することにより、プロジェクトの

技術移転を受けて確実に種苗を生産し、農民間研修を的確に実施できる農家を育成するこ

とをめざす。 

 

（2）養殖農家への普及活動の強化 

水産局養殖開発部及びカントンメンにカウンターパート職員（C/P）を増員させることに

より、対象農家への普及活動を強化することがふさわしい。このカウンターパート増員に

係る理由は以下のとおり。 

・ フェーズ1とは異なり、フェーズ2の対象3州は面積が広く、現時点で普及員の業務負

担が大きくなっていることから、十分な普及活動にはカントンメンに所属するカウ

ンターパートの増員が必要である。 

・ 第1年次及び第2年次に選定された種苗生産農家に対しても、更なる技術指導が必要

である。 

・ 第3年次に選定される種苗生産農家は養殖の初心者であり、普及員からの丁寧な技術

指導を必要とする。 

・ 普及員は、農民間研修に参加する的確な農家の選定に労力を要し、研修後の支援に

も継続して労力を必要とする。 

    

上記の理由から、水産局養殖開発部に1名の種苗生産を専門とするカウンターパートを増

員し、州普及員についても適当な人数を増員させることが望ましい。また、種苗生産農家

の能力向上の支障として、養殖環境が挙げられる。例えば、重要な要素として、稚魚育成

池及び水の不足がある。そのため、稚魚育成池及び深井戸の建設など、早急な施設整備を

必要とする農家へのインフラ建設支援を考慮することがふさわしい。 

 

（3）水田養殖に焦点を当てた小規模養殖の促進 

第2年次には、種苗生産農家及び一般養殖農家の17サイトで水田養殖の展示圃（デモンス

トレーションファーム）を実施し、対象州での養殖活動の形態のひとつとして認知されは

じめている。プロジェクトは、水田養殖農家を増加させるための手法を検討する必要があ

る。 

 

（4）技術開発と普及の連携 

対象農家が解決できない技術的な問題は、タクビル種苗生産ステーションにて技術改良

を検討することが望ましい。そのためには、プロジェクトによって、普及員とタクビル種

苗生産ステーション職員が共同し、情報交換できる体制を整備する必要がある。このよう
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な種苗生産に係る技術的課題は、ふ化直後の生存率の低さ、質の良い親魚の不足等が挙げ

られる。 

 

（5）種苗生産農家による的確な種苗管理 

これまでにプロジェクトの対象魚種にナマズ2種（ウォーキングキャットフィッシュ/クラ

リアス、パンガシウス）は含まれていないものの、現状として、これらの魚種は商業的な

生産を行う養殖農家の間で人気がある。このような環境下において、プロジェクトが対象

とする種苗生産農家並びに養殖農家も、これらの魚種に興味を示している。既にウォーキ

ングキャットフィッシュ/クラリアスの雑種の種苗を生産しはじめている種苗生産農家が存

在し、多くの小規模養殖農家はウォーキングキャットフィッシュ/クラリアス、パンガシウ

スの種苗を池に保有している。このような状況にかんがみ、これら2種の魚種に関する技術

的な情報が、農家に提供されることを考慮することが望ましい。特に、ウォーキングキャ

ットフィッシュ/クラリアスに関しては、生物多様性の観点から、アフリカ原産の親魚の的

確な管理について、種苗生産農家が理解できるような方策についても検討することが重要

である。 

 

（6）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）指標の改訂 

プロジェクト対象地域の現状並びに文言の不明瞭な表現を考慮し、PDM1の成果指標の一

部を改訂する必要がある。中間レビュー調査団による改定案は、付属資料5．（PDM2）のと

おりである。 
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Summary of Evaluation 
 

I. Outline of the Project 

Country: Cambodia Project Title: Freshwater Aquaculture Improvement and 

Extension Project (Phase 2) 

Issue/Sector: Agriculture and Rural 

Development 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge: JICA Cambodia Office Total Cost: 358 million yen (Preliminary evaluation) 

 

Period of 

Cooperation 

 

(R/D): March 1, 2011～February 

28, 2015 (4 years) 

Partner Country’s Implementing Organization: Fisheries 

Administration, Ministry of Agriculture, Forestry and 

Fisheries 

 Supporting Organization in Japan: N/A 

 Other Supporting Organizations: N/A 

1. Background of the project 

Cambodia has abundant freshwater fisheries resources originating from Lake Tonle-Sap and the Mekong 

River. Freshwater fish are the most accessible source of animal protein for the local population. In fact, 

fisheries products account for about 75% of the Cambodian people’s intake of animal protein. The annual per 

capita consumption of fisheries products has been estimated at 52.4 kg but the main fishing grounds are 

limited to Lake Tonle-Sap and the country’s Mekong River basin, and this is coupled with an undeveloped 

distribution infrastructure. It is for this reason that there is always a shortage of freshwater fish in other rural 

areas; and this has adverse effects on trying to improve the nutritional intake of local farmers. There is a great 

need for small-scale fish culture that utilizes paddy fields, canals, and ponds so as to diversify the variety of 

food products, improve nutrition through protein intake, and generate a source of cash income. However, 

because there is no tradition of fish culture in rural communities , an inadequate knowledge of fish culture and 

fish seed limit the fish culture practices within farmers’ households. 

In order to address these conditions the Japanese government implemented the Freshwater Aquaculture 

Improvement and Extension Project (FAIEX-1, hereinafter “Phase 1”) in four southern provinces (Prey-Veng, 

Takeo, Kampong-Spou, and Kampot) from February 2005 to February 2010. The project was able to 

disseminate fish culture practices to more than 9,000 famers’ households, which in fact was  more than double 

the initial target  As a result the Cambodia government appreciated the output of the project and  requested 

FAIEX-2 (hereinafter “Phase 2”) for the country’s north-western region, where there is a much higher poverty 

rate. Japan International Cooperation Agency (JICA) carried out two detailed project planning studies both at 

the end of May and September 2010 entailing discussions with relevant government officials from the 

Cambodia side, such as the Fisheries Administration, and then determined the project’s framework. The R/D 

of the Freshwater Aquaculture Improvement and Extension Project’s Phase-2, was completed on January 10, 

2010. Beginning in the middle of March 2011the project is currently being implemented over a four year 

period in collaboration with the Fisheries Administration (FiA) of the Cambodian Government’s Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries as the counterpart (C/P) agency. 

 

 

2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

Household economy of small-scale fish farmers are improved in the target provinces. 
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(2) Project Purpose 

Small-scale aquaculture production is increased in the target provinces. 

 

(3) Outputs 

1) Small-scale seed production and grow-out technology is improved. 

2) Capacity of local aquaculture extension services is enhanced. 

3) Seed farmers are capacitated. 

4) Small-scale aquaculture is expanded in the target provinces. 

5) Networks of seed farmers are enhanced and broadened. 

 

(4) Inputs (as of February 2013) 

Japanese side 

Experts: Seven experts were provided in five different fields of expertise (47.82M/M); Equipment: 

US$ 219,055; Facility improvement of the Toek Vil Seed Production Station: US$ 55,774; Local expenses for 

the project activities: US$ 721,553; Training in Japan: Two C/P personnel participated in the training course 

“Observation Tour on Fisheries/Aquaculture”; Training in Third Countries: In 2011, a training and study tour 

in freshwater aquaculture techniques was completed in Indonesia, and eleven persons (including four C/P 

personnel from Phnom Penh, three C/P personnel from the target provinces and four seed farmers) 

participated in a 21 day course. Additionally another training and study tour in freshwater aquaculture 

techniques was implemented in India in 2012, and sixteen persons (including four C/P personal from Phnom 

Penh, six C/P personnel from the target provinces, and six seed farmers) participated in the course. 

Cambodian side 

      Counterpart personnel: Twenty-one, Project office and facilities: Project office in FiA (Phnom Penh) and 

the Toek Vil Seed Production Station (Siem Reap) – all the running costs including electricity, water and 

Internet connection. Others: About 1,000 fish ponds were constructed in Pursat Province in 2011 by the 

Cambodian Government.  

 

II. Evaluation Team 

Members of 

the 

Evaluation 

Team 

Japanese Team 

1) Team Leader: Mr. Hiroshi Takeuchi, Senior Representative, JICA Cambodia Office. 

2) Rural Agriculture and Fishery Development: Dr. Masahiro Yamao, Professor, Graduate 

School of Biosphere Science, Hiroshima University. 

3) Freshwater Aquaculture Technique: Mr. Satoshi Chikami, Senior Advisor, JICA. 

4) Evaluation Analysis: Ms. Yuki Ohashi, Consultant, Tekizaitekisho, LLC. 

5) Evaluation Planning: Mr. Wataru Ueda, National Staff, JICA Cambodia Office 

6) Cooperation Planning: Ms. Naoko Ide, Project Formulation Advisor, JICA Cambodia 

Office 

Cambodian Team 

1) Team Leader: H.E. Dr. Nao Thuok, Director General, Fisheries Administration, Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries. 

2) Director: Dr. Hav Viseth, Director, Department of Aquaculture Development, Fisheries 

Administration, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries. 

Evaluation Period: January 27, 2013～February 14, 2013 (19 days) Type of Evaluation: Mid-term 
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III. Results of the Evaluation 

1. Achievements 

(1) Output 1: Small-scale seed production and grow-out technology is improved. 

Several technical improvements have already been noted in accordance with the implementation of the 

project’s activities.  

 

Indicator 1-1: “The number of the technical improvements through experiments is increased.”  

Progress was made as some technical improvements were initiated through the experiments that were 

conducted at Toek Vil Station. These included the selection and application of hormones for breeding, the use 

of appropriate types of hatching tanks, the determination of suitable water quality in terms of PH levels and 

applying techniques of rearing fish larvae in their earlier stages in the ponds. These improved techniques were 

introduced both through the technical manual and the  training course.  

 

Indicator 1-2: “The degree of the technical improvement, such as growth rate and survival rate, is improved.” 

In order to measure the degree of technical improvement the original survival rate was used as the baseline 

data. The growth and survival rates are expected to increase through the application of these technical 

improvements.  

 

(2) Output 2: Capacity of local aquaculture extension services is enhanced. 

        The capacity of the counterpart staff in charge of aquaculture extension services has been enhanced.  

 

Indicator 2-1: “The percentage of the local extension staff who properly conducts extension activities on 

grow-out and seed production technology attains to more than 30% on average.”  

There is no clear definition of what the project intends to achieve by the end of the project period, which is 

reflected in the use of unclear terminology such as “more than 30% on average”. However, through the 

capacity assessment (self-evaluation) of counterpart staff as extension workers an improvement has been 

noted.  

 

Indicator 2-2: “Satisfaction ratings of the seed farmers attain to more than 80% on average regarding the 

teaching capability of local extension staff.” 

In the mid-term review’s survey, 20 out of 27 seed farmers (74%) rated the assistance that was provided by 

the extension staff as “satisfactory”. 

 

(3) Output 3: Seed farmers are capacitated. 

        Although progress was made in enhancing the capacity of seed farmers, there are the following issues 

that need to be addressed and improvements made.  

 

Indicator 3-1: “The number of seed farmers enable to produce fingerlings is increased from 19 farmers to 45 

farmers in target areas.” 

Thirty seed farmers had been selected and trained by the end of the second year. However, it appears difficult 

to reach the target number of 45 seed farmers as there is an insufficient number of farmers who meet the 

required criteria to qualify as members of this group. 

 

Indicator 3-2: “The number of seed farmers who can produce seed of at least three species is increased by 
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200 % in target areas.” 

The seed farmers who participated in the first year were able to produce the seeds of more than 3 species., 

There is still the need to consolidate the capacity of each of the FSPs from the second year.  

 

Indicator 3-3 “Seed production in target areas is increased by 200%.”  

The total amount of seeds produced by the identified small-scale seed farmers did not reach the expected 

numbers due to flood and drought conditions. However, the amount of seed production is expected to double 

by the end of the project period if there are no further negative climatic impacts.  

 

Indicator 3-4 “Sales income of seed farmers is increased by 200% in target areas.” 

As up to now there has been no decline in the seed price, it is estimated that if production doubles then, the 

income of seed farmers will also double, if not more. 

 

(4) Output 4: Small-scale aquaculture is expanded in the target provinces. 

 Progress has exceeded the original expectations as the Project carried out more activities than were 

scheduled.  

 

Indicator 4-1: “The number of small-scale fish farmers benefitted from farmer-to-farmer (FTF) training 

attains to more than 3,000 households in target areas.”  

By the end of the second year 897 farmers had participated in the FTF training in comparison to the original 

target of 750.  

 

Indicator 4-2: “The number of small-scale farmers managing community fish refuges (CFRs) properly is 

increased up to 30 households in target areas.”  

It was noted that the Project  steadily supported the four target community fish refuges through its 

implementation. However, it has also been suggested that it is necessary to reconsider this indicator.  

 

(5) Output 5: Networks of seed farmers are enhanced and broadened. 

The seed farmers started to steadily develop their networks.  

 

Indicator 5-1: “The meetings for information exchange on seed production technology, seed marketing, etc. 

are convened 2 times per year.” 

The first network meeting was organized in each province and there have already been three meetings in 

Battambang.  

Indicator 5-2: “The number of advices and recommendations regarding seed production technology, seed 

marketing, procurement of farm inputs, etc. is increased in target areas.”  

The amount of advice given and recommendations made has increased as the observation was made that the 

farmers exchange information among themselves when it was considered necessary. 

 

(6) Project Purpose: Small-scale aquaculture production is increased in the target provinces. 

        If there are no external influences such as adverse climatic impacts, the Project is expected to achieve its 

purpose.  

Indicator “Annual production of small-scale aquaculture promoted by the Project is increased up to 150 tons 

in target areas in 2015.”  

In all of the target provinces roughly 40 to 50% of the grow-out farmers trained in 2011 did not continue their 
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grow-out activities in 2012 because of mainly drought and flooding. In order to achieve this target indicator, it 

is important for the grow-out farmers’ to maintain continuous production. It is expected that they will resume 

fish production once there are no further adverse climatic impacts. 

 

2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

        It has been confirmed that the Project is consistent with the needs of the rural communities and target 

areas in Cambodia, the National Strategic Development Plan (NSDP) of the Cambodian government, the 

Strategic Planning Framework for Fisheries of the Fisheries Administration, and Japan’s country assistance 

policy for Cambodia. The Project approach of FTF training and the development of seed farmer networks, 

which is a continuation from Phase 1, has been evaluated as a valid method to promote sustainable small-scale 

aquaculture in the situation where the government’s extension projects are not able to achieve their full 

outreach potential.     

 

(2) Effectiveness 

        There are high expectations for the Project Purpose to be achieved by the conclusion of the project, as 

long as there are no serious impacts resulting from external factors such as natural disasters. There is also an 

appropriate causal relationship between the Outputs and the Project Purpose. On the other hand, some 

negative external factors such as the effects of flooding and drought were observed during the first and second 

year of the Project, and there continues to be concern about their potential impacts. However, based on the 

experiences of Phase 1, and the assumption that the Project’s activities can be implemented just as effectively 

in the second half without any negative external impacts, the projection is the achievement of the Project 

Purpose.    

 

(3) Efficiency 

 The Project has tackled several issues which occurred during its implementation through the initiation of 

additional activities and consequently, the Project started to produce its Outputs in accordance with the 

project’s visualized progress. Despite the progress that has been observed within each Output, it is necessary 

to reconsider some indicators in order to be able to measure their achievement both adequately and clearly. 

Additionally, the inputs were utilized directly in the project’s activities and so were the effective use of the 

experience and trained human resources of FAIEX1. The project faced several instances during its 

implementation  which required additional inputs in order to solve problems. Although human resources were 

provided in accordance with the R/D by the Cambodian side, , it is the opinion of most of the stakeholders that 

is necessary to allocate a higher number of C/P staff members in order to be able to manage an increasing 

volume of activities.      

 

(4) Impact 

        It is still considered to be too early to estimate the prospect of achieving the Overall Goal at the time 

of the mid-term review. However, the Overall Goal is considered achievable if there are no negative climatic 

impacts. This estimation is based on the fact that most of the seed farmers demonstrated that they are willing 

to transfer grow-out techniques to new farmers in order to expand their clients for fingerlings and that they 

already have been providing techniques to the farmers independently, in addition to the FTF training sessions 

organized by the Project. It is considered a positive impact that the knowledge which has been obtained by the 

seed farmers and extension workers has been utilized outside the framework of the Project. 
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(5) Sustainability 

        The Project has been designed to allow for sustainable aquaculture production among local fish 

farmers. It aims to place the farmers in a position so that they can develop their own activities with minimum 

intervention of the government in order to increase their profits once they have reached the level of having 

stabilized their seed and/or fish production through adequate knowledge and skills.. The role of seed farmers 

is very important in ensuring the development of the farmers’ knowledge and skills and therefore 

strengthening the capacity of seed farmers is an important aspect to ensure sustainability., It is crucial for the 

counterpart staff to obtain adequate skills and experience during the Project’s implementation given the need 

to support ongoing as well as follow-up activities after the Project’s termination. In regard to environmental 

considerations, it has been noted that there are several seed farmers who started their own production of 

hybrid Clarias, even though it is not even the target species of the Project. While there is a high demand for  

hybrid Clarias production among the seed farmers, it is considered to be a species which has the potential to 

affect the native ecosystem due to its African origin. 

 

3. Factors Enabling the Achievement of Positive Impacts 

(1) Planning 

      The Project’s approach in extending aquaculture techniques to small-scale farmers, both through FTF 

training as well as seed farmers’ networks, proved to be effective during Phase 1. Therefore Phase 2 of the 

Project will also adopt the same approach in order to promote sustainable aquaculture production. 

Additionally it was noted that the extension of aquaculture techniques had been taking place on their own 

accord.     

 

(2) Implementation Process 

      As highlighted in the following section, there were several concerns during the implementation of the 

Project which required additional inputs and activities so as to bring about improvements. Nevertheless, the 

Project team remained flexible and the activities were generally carried out as planned. 

 

4. Factors Impeding the Achievement of Positive Impacts 

(1) Planning 

There is no particular factor which can be mentioned in relation to planning. 

 

(2) Implementation Process 

- In the second year, many seed farmers delayed the preparation for seed production because of a lack 

of time and funding. The Project team got the project back on track by utilizing human resources that 

had been strengthened in  Phase 1 and by distributing brood stocks to farmers. This resulted in all the 

preparations being completed on time so as to enable seed production. 

- Since the farmers in the target provinces of the second phase are not so familiar with aquaculture 

techniques compared to those who participated in Phase 1, it is difficult for them to learn the skills 

and know-how through the observation of neighboring seed farmers. It is for this reason that the 

Project previously provided additional technical support and improvements for the promotion of 

continuous seed production. 

- There was insufficient rainfall at the beginning of the rainy season. This lack of water delayed the 

start of seed production as well as the start of aquaculture activities by small-scale farmers, which had 

a negative impact on the amount of fish production in the target area as a whole. 

- Many of the seed farmers do not have enough nursing ponds due to a lack of funds, which impedes 
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the increase in seed production.   

 

5. Conclusions 

The Project was able to steadily implement its planned activities during the first and second year. As a 

result, the project’s Outputs have so far been in accordance with its design, which is also a reflection of the 

good prospects it has in achieving them by the end of project’s time span., However there are several external 

factors which can affect the progress of the Project, and some issues that need to be dealt with so as to achieve 

the Project Purpose in the best possible way..  

It has been noted that the Project has maintained its relevance to the needs of the target group, the 

government’s policies, as well as the assistance policy of Japan. Also the Project’s approach transmitted 

through the FAIEX 1 is considered to be appropriate in order to contribute to the sustainable aquaculture 

development of  small-scale farmers.  

In terms of the project’s effectiveness; there are external factors which may limit an increase in the 

amount of small-scale fish culture production. However if there are no such negative influences the project is 

expected to be able to fulfill its indicators by the end of project’s life span by achieving the five outlined 

Outputs. 

In terms of efficiency, the project’s activities have been adeptly implemented using the limited input, and 

especially the effective use of experience and human resources from FAIEX1has been noted. At the same 

time there are some differences in the conditions and characteristics of the target areas of the FAIEX2 

compared to the FAIEX1, which necessitate some additional considerations for the activities. Due to these 

circumstances additional C/P staff members are required among the group of stakeholders in order to 

implement the planned activities. 

, It is too early at this stage to foresee the how the project will achieve its Overall Goal when assessing its

Impact. However, it has been confirmed that FTF training has already been implemented independently. 

Moreover several positive impacts of the Project have been identified in the activities of the seed farmers and 

extension staff. 

Finally, sustainability of the fish seed and grow-out production activities among the farmers in the target 

areas is expected. This is because the Project has been designed to enhance the farmers’ capacities to become 

self-reliant through FTF extension activities and farmers’ networking, which allows them to operate with 

minimum government support. It is expected that C/P members will also have the capacity to follow up on 

project activities.  

 

6. Recommendations 

(1) The Target Number of Seed Farmers 

In accordance with the criteria set for the selection of the seed farmer candidates, the Project has been 

working on the identification of a batch for the third year. However, enquiries have led to the conclusion that 

there are an insufficient number of candidates to reach this target due to the unsuitable conditions for fish seed 

production in the remaining areas. Therefore, it is recommended to lower the target number and only select 

qualified farmers instead of including unqualified farmers. Their potential low seed production may otherwise 

jeopardize the farmer to farmer extension process. 

 

(2) Strengthening Extension Services to Fish Farmers 

It appears necessary to strengthen extension services to the target farmers by increasing the number of 

C/P personnel at both the DAD and cantonment levels for the following reasons: 

a) Contrary to Phase 1, the three target provinces in Phase 2 are too wide an area for a small number of 
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extension officers to provide adequate extension services. 

b) Some of the seed farmers assisted in the first and second years need further development of their 

technical capacity through intensive technical guidance. 

c) All of the seed farmers who will be selected in the third year are beginners and therefore will need 

considerable care and attention from the extension officers. 

d) It has been difficult for local officers to go around the target provinces and identify the fish farmers 

who participated in the FTF training and follow up on them after the training. 

 

It is therefore suggested to add one more DAD officer as C/P personnel who is responsible for technical 

matters pertaining to seed production. The number of provincial extension officers should also be increased 

where appropriate.  

A further issue that should be addressed is the capacity development of certain seed farmers whose 

performance has been below average as a result of certain unfavorable conditions.  One of the fundamental 

issues that has been identified is a lack of nursing ponds and water. It is recommended to consider essential 

assistance with the construction of nursing ponds and deep wells for those seed farmers whose facilities need 

immediate improvement so as to fast track their seed production. 

 

(3) Promotion of Small-scale Aquaculture with a Focus on Rice-cum-fish Culture 

In the second year demonstrations of rice-cum-fish culture were undertaken by 17 model farmers. It 

appears to be an alternative culture system so as to promote fish farming activities in the target provinces. The 

Project should therefore study methods of increasing the number of rice-cum-fish farmers. 

 

(4) Linkage Between Technical Improvement and Extension 

The technical problems that the target farmers cannot solve by themselves should be addressed by the 

Toek Vil Station through its technical improvement activities. In order to enable this process the Project 

should establish a system in which both the extension officers and the station officers interact frequently and 

exchange information. Technical issues that the seed farmers may need to contend with include for example 

the low survival rate of larvae and the lack of a quality brood stock. 

 

(5) Proper Management of Non-target Fish Species by Seed Farmers 

Certain fish species such as Clarias and Pangasius have so far not been included in the list of target 

species. However at the same time they have become popular species among the commercial fish farms. As a 

result of these circumstances, both the seed and grow-out farmers who have been assisted by the Project are 

now interested in both of these species. In fact some of the seed farmers have already started hybrid seed 

production of Clarias and many of the grow-out farmers stock their ponds with Clarias and Pangasius seed. It 

is therefore recommended to provide some technical information about these two species. This information 

could for example be included in the third country training program. Please note that it is important to provide 

guidance for Clarias seed producers to ensure the proper management of African brood stock to safeguard 

native biodiversity. 

 

(6) Revision of PDM Indicators 

It is necessary to revise some of the indicators of the Outputs that have been stated in PDM version 1. 

This is in order to take into account the actual situation in the field and to avoid the use of any unclear 

expressions, which will ensure that the Project’s results can be assessed appropriately. The mid-term review 

team suggests the modifications that have been presented in Annex 7.  
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第１章 中間レビュー評価の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯・目的 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、約80％の労働人口が漁業を含む農業分野

に従事しており、その生計を主にコメに依存している。しかし、灌漑施設が不十分であることや、

洪水や旱魃が頻発することなどから、農家の生計の多角化が重要な課題となっている。一方で、

国民1人当たりの年間魚類消費量が52.4㎏と世界で4番目の高さを誇り、特に淡水魚は最も容易に入

手できるたんぱく源のひとつであるため、国民は動物性たんぱく質摂取の75％を水産物に依存し

ているといわれる。作物や現金収入源の多様化といった観点からも、水田、水路、ため池などを

利用した小規模養殖に対する関心は高い。しかし、国内では安定的な養殖種苗を供給する業者は

少なく、その多くを周辺国からの輸入に依存している。また、農村地域では養殖の伝統がないた

め、飼育のノウハウと養殖用種苗の不足が農家の養殖実践の妨げになっていた。 

このような状況にかんがみ、カンボジアは、国家戦略開発計画（National Strategic Development 

Plan 2009-2013：NSDP）において、貧困住民の水産資源に対する持続的なアクセスの確立による、

食料確保、栄養改善、収入源・生計手段の確保などの観点から、養殖技術普及を重視し、各種施

策を展開している。JICAは、これらのカンボジアによる努力を支援するため、2005年2月から5年

間、南部4州で小規模養殖を普及させることを目的とした技術協力プロジェクト「淡水養殖改善・

普及計画（フェーズ1）（FAIEX-1）」を実施した。同プロジェクトでは、種苗生産農家を重点的に

育成し、農家から農家への養殖技術の普及を行うアプローチにより、対象村落の状況に適合した

技術が農民の間で急速に拡大し、当初のプロジェクト目標（養殖技術を行う小規模農家数4,400戸）

を達成しプロジェクトが終了した。 

カンボジアがフェーズ1の成果を活用しつつ、自然及び社会環境に適した養殖技術の開発・改良

を行い、その技術を全国的に普及させていくため、JICAは、貧困度がより高く養殖環境が異なる

地域を対象に、農林水産省水産局をカウンターパート（C/P）機関として2011年3月より2015年2月

までの4年間の予定で本プロジェクトを実施中である。北西部（プルサット州、バッタンバン州、

シェムリアップ州）において、①種苗生産・養殖技術の改善、②養殖普及事業に係る普及員の能

力強化、③種苗生産農家の育成、④小規模増養殖活動の展開、⑤種苗生産農家ネットワークの強

化・広域化を進めていくことにより、小規模養殖農家による養殖生産量が増加することをめざし、

現在、5名の専門家（総括/養殖普及Ⅰ/飼料開発、副総括/養殖普及Ⅱ/養殖研修Ⅰ、種苗生産/親魚養

成管理、共有池管理、業務調整/養殖研修Ⅱ）を派遣している。 

今回実施の中間レビュー調査では、カンボジア政府と合同で本プロジェクトの目標達成度や成

果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合

同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とする。 
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１－２ 調査団構成と調査期間 

（1）調査団の構成 

1）日本側メンバー 

担当業務 氏 名 所 属 期 間 

団長・総括 竹内 博史 JICAカンボジア事務所 次長 2013.2.4～2.13 

農漁村社会開発 山尾 政博 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授 2013.2.3～2.10 

淡水養殖技術 千頭 聡 JICA国際協力専門員 2013.2.3～2.13 

評価分析 大橋 由紀 合同会社適材適所 2013.1.27～2.14

評価計画 植田 渉 JICAカンボジア事務所 ナショナルスタッフ 2013.2.4～2.13 

協力企画 井手 直子 JICAカンボジア事務所 企画調査員 2013.2.4～2.13 

 

（2）カンボジア側合同評価調査団構成 

氏 名 所 属 期 間 

H.E. Nao Thuok 
Director General of Fisheries Administration, 

Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 
2013.2.4～2.13 

Mr. Hav Viseth 
Director of Department of Aquaculture Development, Fisheries 

Administration, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 
2013.2.4～2.13 

 

１－３ 調査日程 

調査期間：2013年1月27日から2月14日（19日間）（付属資料1．調査日程） 

 

１－４ プロジェクト概要 

協力期間：2011年3月27日～2015年2月28日（4年間） 

相手国実施機関：農林水産省水産局 

    

（1）上位目標 

対象州において、小規模養殖農家の家計が改善される。 

指標：対象地域において、養殖活動からの収益及び貯蓄を改善させた小規模養殖農家の戸

数が、2018年までに5,000戸に増加する。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象州において、小規模養殖の生産量が増加する。 

指標：対象地域でプロジェクトが推進する小規模養殖の年間生産量が、2015年に150tに増加

する。 

 

（3）成 果 

成果1：小規模の種苗生産・養殖技術が改善される。 

指標1-1：実験を通じて、技術改良数が増加する。 

指標1-2：成長率や生残歩留りを含む技術改良レベルが、改善される。 

成果2：養殖普及事業に係る地方行政の能力が強化される。 

指標2-1：養殖及び種苗生産技術に係る普及活動を適切に行える地方普及員の割合が、平
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均で30％以上に達する。 

指標2-2：地方普及員の指導力に関して、種苗生産農家の満足度が、平均で80％以上に達

する。 

成果3：種苗生産農家が育成される。 

指標3-1：各対象州において、種苗生産可能な農家数が、19農家から45農家に増加する。 

指標3-2：対象地域において、少なくとも3魚種の種苗生産を行える農家数が、200％増加

する。 

指標3-3：対象地域の種苗生産量が、200％増加する。 

指標3-4：対象地域において、種苗生産農家の販売収入が、200％増加する。 

成果4：対象州において、小規模増養殖活動が展開される。 

指標4-1：対象地域において、農民間研修（Farmer-to-farmer研修）から便益を得た小規模

養殖農家の軒数が3,000戸以上に達する。 

指標4-2：対象地域において、共有池を適切に管理する小規模養殖農家数が30戸に増加す

る。 

成果5：種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される。 

指標5-1：種苗生産技術、種苗生産・販売などに関する情報交換会が、年2回開催される。 

指標5-2：対象地域において、種苗生産技術、種苗生産・販売、必要な投入の調達などに

関する助言や提言の数が増加する。 

 

（4）活 動 

0 ベースライン及びインパクト調査を実施する。 

1-1 対象州における小規模の種苗生産・養殖技術に関する問題や課題を明確化する。 

1-2 タクビル種苗生産ステーションで技術改良を行う。 

1-3 種苗生産農家及び小規模養殖農家で実証試験を行う。 

1-4 FAIEX-1の技術マニュアルの改訂を通じて、対象州に適合した技術マニュアルを作成す

る。 

2-1 水産行政の組織体系（カントンメン、ディビジョン、サンカット）及び地方行政体系に

おける地方普及員の役割や業務内容を確認・整理する。 

2-2 地方普及員を対象にして、養殖技術・普及方法に関する研修を実施する。 

2-3 選定された地方普及員を対象にして、種苗生産技術・普及方法に関する研修を実施する。 

2-4 養殖普及活動を分析し、養殖普及要領及び優良普及事例集を策定する。 

3-1 設定された選定基準に基づいて、対象コミューン及び種苗生産農家を選定する。 

3-2 種苗生産農家を対象にして、種苗生産に関連した研修を実施する。 

3-3 主として種苗生産活動の初期段階で、種苗生産農家を支援する。 

4-1 種苗生産農家を対象にして、養殖技術に関するTOT研修を実施する。 

4-2 種苗生産農家によって実施される小規模養殖農家のための農民間研修（Farmer-to-farmer 

研修）を支援する。 

4-3 設定された選定基準に基づいて、資源増殖のための共有池（Community Fish Refuge：

CFR）を選定する。 

4-4 共有池活動を支援し、共有池実施マニュアルを策定する。 
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4-5 対象州の農家及び地方普及員を対象にして、小規模増養殖に関する広報活動を行う。 

5-1 種苗生産農家間の連携を強化するために、各対象州の種苗生産農家ネットワークの確立

に向けた支援を行う。 

5-2 各対象州で確立された種苗生産農家ネットワーク間の連携を支援する。 

5-3 FAIEX-2及びFAIEX-1の種苗生産農家ネットワーク間の連携を奨励する。 

 

１－５ 調査内容 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、活動計画（Plan of Operation：PO）に基

づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、課題を整理する。 

（2）評価5項目（有効性、インパクト、効率性、妥当性、自立発展性）の観点から、プロジェク

トチーム、カンボジア側関係者とともにプロジェクトの評価を実施する。 

（3）上記評価結果に基づき、プロジェクトの達成度や成果等を分析するとともに、プロジェク

ト終了までの活動内容・活動を進めるにあたっての課題やその対応策について協議し報告

書に取りまとめる。 

（4）上記評価結果に基づき、プロジェクト終了までの方針について協議し、協議議事録（ミニ

ッツ）に記載する。 

（5）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）において評価・協議結果を確認・合

意し、協議議事録（ミニッツ）に取りまとめ、署名する。 
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第２章 中間レビューの方法 
 

２－１ 評価手順 

 本中間レビューはJICAの評価ガイドラインに従い、プロジェクト・サイクル・マネジメント

（Project Cycle Management：PCM）手法により、2012年2月に改訂されたPDMバージョン1に基づ

いて実施された。評価の手順は下記のとおりである。 

    

① 評価グリッドを作成し、関係者間で評価のデザインに合意する。 

② 必要な情報収集を行う。 

③ PDMバージョン1に基づいてプロジェクトの達成状況を明らかにし、R/Dに基づき投入の実

施状況を確認する。 

④ プロジェクトの計画及び実施プロセスに関係する要因など、プロジェクトの進捗に影響を

与える要因を特定する。 

⑤ 評価5項目によりプロジェクトを総合的に分析する。 

⑥ 分析結果から提言を導き出す。 

⑦ レビュー結果や今後の方向性について議論する。 

⑧ 中間レビュー報告書についてカンボジア・日本の双方で合意する。 

    

中間レビューに必要なデータや情報は以下の方法で収集した。 

 

調査方法 情報源 

資料レビュー 

・ 詳細計画策定調査報告書、事業進捗報告書、その他プロジェクト作成資料

・ カンボジア政府の政策・戦略文書 

・ その他関連資料・文書 

質問票調査 
・ 水産局カウンターパート職員（地方普及員） 

・ プロジェクトの種苗生産農家 

聴取調査 

・ 水産局プロジェクトダイレクター、マネジャー 

・ 水産局カウンターパート職員 

・ 日本人専門家 

・ 種苗生産農家及び小規模養殖農家 

・ 対象となる共有池の活動参加者 

・ その他関係者 

踏査調査 

・ 種苗生産農家 

・ 小規模養殖農家 

・ 対象となる共有池 

 

２－２ 評価5項目 

JICAのプロジェクト評価では、評価における価値判断の基準として、「評価5項目」を採用して

いる。評価5項目とは1991年に経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）で提唱された開発

援助の評価基準であり、以下（表-1）の5つの項目から成る。 
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表－１ DAC 5項目による評価の視点 

妥当性 

（relevance） 

開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針

との整合性の度合い 

有効性 

（effectiveness） 
開発援助の目標の達成度合いを測る尺度 

効率性 

（efficiency） 

インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助

が期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使ってい

ることを示す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するた

め、通常、他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 

（impact） 

開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にも

たらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 

（sustainability） 

ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出所：新JICA事業評価ガイドライン（2010年6月） 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投 入 

３－１－１ 日本側の投入 

（1）専門家 

プロジェクト開始後第2年次までに、①総括/養殖普及I/餌料開発、②副総括/養殖普及Ⅱ/

養殖研修Ⅰ、③種苗生産/親魚養成管理、養殖設営、④資源増殖（共有池）、⑤業務調整/養

殖研修Ⅱの5分野において7名の専門家が派遣されている。2年間（2013年3月まで）の専門

家派遣の合計は47.82M/Mであり、4年間で計画されている全投入量の57％が投入された。 

 

（2）本邦研修及び第三国研修 

＜本邦研修＞ 

2012年にカウンターパート職員2名が淡水魚養殖技術の本邦研修に参加した。 

 

＜第三国研修＞ 

2011年にインドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）で淡水養殖技術研修を

実施し、21日間の研修に11名（プノンペンのカウンターパート職員4名、州カントンメン

事務所のカウンターパート職員3名、種苗生産農家4名）が参加した。また、2012年には

インドで淡水養殖技術研修を実施し、21日間の研修に16名（プノンペンのカウンターパ

ート職員4名、州カントンメン事務所のカウンターパート職員6名、種苗生産農家6名）が

参加した。 

 

（3）現地国内研修 

中間レビュー時点までに、表-2に示される国内研修が実施された。 

 

表－２ プロジェクトが実施した国内研修 

年 研修の内容 参加人数 研修日 

2011 

地方普及員対象研修（養殖・種苗生産

技術） 
22名 4月20～28日 

種苗生産農家研修（タケオ州で開催） 25名 5月5～11日 

種苗生産農家に対する農民間研修実

施のためのトレーナー研修 
14名 6月7～8日 

農民間研修（対象19コミューン） 合計505名 
6月15～28日 

（研修は各回2日間） 

第2年次の種苗生産農家に対する種苗

生産技術研修 
16名 

10月11～14日 

11月21～26日 

インドネシア研修の報告ワークショ

ップ 

60名（タケオ・カンポッ

ト州の20名を含む） 
11月23～26日 
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2012 

養殖農家ワークショップ（11コミュー

ン） 

502名（2011年に研修を

受けた養殖農家全員） 

4月23～27日 

（各コミュニティー 1

日） 

地方普及員対象研修（PDM手法、GIS、

Arc View） 

カウンターパート職員

（地方普及員である12

名を含む） 

9月17～22日 

種苗生産農家に対する農民間研修実

施のためのトレーナー研修 
16名 

5月23～24日 

（バッタンバン・シェム

リアップ州） 

5月24～25日 

（プルサット州） 

農民間研修（対象34コミューン） 合計897名 
6月19日～7月18日 

（各回2日間） 

種苗生産農家ブラッシュアップ研修

（タクビル種苗生産ステーション） 

33名（種苗生産農家30

名を含む） 
9月10～14日 

本邦研修及びインド研修の報告ワー

クショップ（バッタンバンで実施） 

47名（カウンターパート

全職員を含む） 
12月27日 

    

これらの研修に加えて、必要に応じたオンファームガイダンスによる指導が実施されて

いる。 

    

（4）タクビル種苗生産ステーションの改修 

下記の項目を含む、タクビル種苗生産ステーションの改修が行われた。改修の総額は約

440万9,018円1（5万5,774米ドル）である。 

・ 給水及び排水システム 

・ 養殖池及び排水溝 

・ 事務所及びラボラトリー建屋 

・ 深井戸 

・ 調餌施設 

・ 配電線 

 

（5）機材供与 

4WDの車両2台、モーターバイク14台のほか、事務機器、ラボラトリー機器、ふ化装置な

どを含む合計約1,728万4,958円2（約21万9,955米ドル3）相当の機材が供与された。 

 

（6）現地活動費 

2013年3月までの予算として合計5,746万4,438円（約72万1,553米ドル4）が現地活動費とし

                                                        
1 米ドルでの支出金額をJICAの統制レートの平均、2011年1米ドル＝78.89円、2012年（2013年1月まで）＝80.45円を用いて換算

した。 
2 同上 
3 日本円での支出金額はJICAの統制レートの平均、2011年1米ドル＝78.89円を用いて換算した。 
4 JICA統制レートの平均、2011年1米ドル＝78.89円、2012年（2013年1月まで）＝80.45円を用いて換算した。 
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て計上されており、2013年1月末時点では計画どおりに支出されている。 

 

３－１－２ カンボジア側の投入 

（1）カウンターパート人材 

プロジェクト開始以来、水産局のディレクタージェネラルが本プロジェクトのディレク

ター、養殖開発部のディレクターがプロジェクトマネジャー、養殖開発局の副ディレクタ

ーが副プロジェクトマネジャーとして配置されている。さらに、プノンペン本部の3名の職

員が対象各3州の調整担当、2名の職員が技術担当（種苗生産及び共有池）、各対象3州のカ

ントンメン事務所の普及担当職員4名ずつ、タクビル種苗生産ステーションの職員4名、合

計21名の職員がカウンターパートとして配置されている。現時点までに3名のカウンターパ

ート職員の交替があった。その3名のうち1名については、バッタンバン州での業務量が他

州と比較して増加していたことから、プルサット州の1名に代えてバッタンバン州に1名増

員した。よって、現在の各州のカウンターパート（普及担当職員）はプルサット州に3名、

バッタンバン州に5名、シェムリアップ州に4名の配置となっている。 

 

（2）プロジェクト実施に必要な執務室及び施設設備の提供 

本プロジェクトの事務所はプノンペンの水産局本部内にスペースが提供されている。ま

た、タクビル種苗生産ステーションがプロジェクト活動の活用のために提供されている。

同ステーションは日本側の投入実績で述べたとおりの改修のうえ、活用されている。 

 

（3）養殖池の建設・整備に係る費用 

2011年に水産局、産業・鉱業・エネルギー省、プルサット州政府の連携によりプルサッ

ト州で約1,000の養殖池の建設が行われた。 

 

（4）その他 

プロジェクト事務所の電気、水道、インターネットなどの経常費用をカンボジア側が負

担している。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ アウトプットの達成状況 

アウトプット1：小規模の種苗生産・養殖技術が改善される。 

指標： 

1-1 実験を通じて、技術改良数が増加する。 

1-2 成長率や生残歩留りを含む技術改良レベルが、改善される。 

    

技術改良に向けて、まず種苗生産の実践指導を行う過程でオンファームガイダンス等を通し

て技術的課題が確認された。本プロジェクトでは、タクビル種苗生産ステーションで実施する

試験や種苗生産農家及び小規模養殖農家の圃場で行う実証試験により、確認された課題に対処

するための技術改善が実施されている。第1年次はタクビル種苗生産ステーションで改修工事が

行われていたため、実施できた試験は少なかったが、工事終了後第2年次からは本格的に試験が
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開始された。中間レビューまでに実施された試験には以下の内容が含まれる。 

・ クロレラ、ミジンコの繁殖予備試験 

・ シルバーバルブ、ハクレン、ムリガルのふ化実験 

・ ティラピアの全雄化に関する実験 

    

指標1-1に関して、今までの試験を通して、ホルモン剤の選定と使用方法、水槽の形状、水質

の検討、産卵以降の初期稚魚の池での管理方法（池の準備、給餌のタイミング、害虫の駆除）

などが検討され、既に技術改良が進んだ。これらの技術は今後の研修テキストや技術マニュア

ルの改訂に反映される予定である。プロジェクト後半では、農家の技術的なニーズと試験を結

びつけることで農家のための適正技術を開発していくことが求められており、タクビル種苗生

産ステーションの機能を最大限に活用していくことが期待されている。 

    

指標1-2については、技術改良レベルを測定するために必要な生残率のデータが2012年にタク

ビル種苗生産ステーションでの試験により確認され、そのデータをベースライン値と捉えてい

る。生残率はシルバーバルブとムリガルが1％以下5、ハクレンでは12.4％であった6。第3年次、

第4年次の技術改良を通してこの値が向上することが期待されている。農家で行う実証試験につ

いては、生残率に関して正確なデータを測定することは現実的ではないため、ふ化の成功回数

が測定される予定である。 

    

アウトプット2：養殖普及事業に係る地方行政の能力が強化される。 

指標： 

2-1 養殖及び種苗生産技術に係る普及活動を適切に行える地方普及員の割合が、平均で30％

以上に達する。 

2-2 地方普及員の指導力に関して、種苗生産農家の満足度が、平均で80％以上に達する。

    

対象3州には89名の普及員が配置されている。本プロジェクトは養殖普及事業の能力を強化す

るために、普及員である12名のカウンターパート職員に対する能力強化に取り組んでいる。現

時点までにカウンターパート職員に対し、養殖技術及び種苗生産技術の研修や、PCM、GIS等の

研修を実施した。それらの研修にはカウンターパート以外の職員も部分的に参加している。 

本中間レビューでは、プロジェクトが普及員の能力のベースラインを確認するために作成・

使用したアセスメントツール（自己評価）7を使用し、中間時点での能力レベルの測定を試みた。

その結果、表-3に示すとおり、ベースライン時では12名中5名が合格点（5点中4点）であったが、

中間レビュー時には8名が合格点に達した。また表-4に示すとおり、13の技術項目の平均点はベ

ースライン時では3.55であったが、中間レビュー時には3.95に向上した。さらに、聴取調査の結

果では、大部分のカウンターパート（普及員）は能力向上が進んでいると考えている一方で、

                                                        
5 シルバーバルブはふ化後108日目、ムリガルは79日目〔出所：業務従事月報（2012年11月）補足説明資料〕 
6 ふ化後106日目（出所：同上） 
7 このアセスメントツールでは養殖や種苗生産の普及活動で必要とされる技術が13項目挙げられている。それぞれの項目につい

て、各カウンターパートがAからEの5段階で自身の能力を評価し、結果は1～5点のスコアで表現される。適切な能力があると

考えられる合格点は4点である。 
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種苗生産技術についてはまだ十分ではないと考えていることが確認された。なお、技術項目中、

魚病についての研修はプロジェクト期間の後半に予定されている。 

 

表－３ カウンターパート職員（普及員）の能力アセスメントの平均スコア 

平均スコア 
カウンターパート職員の人数 

ベースライン時 中間レビュー時 

1.0～1.9 0 0 

2.0～2.9 2 0 

3.0～3.9 5 4 

4.0～5.0 5 8 

 

表－４ 技術項目別平均スコア 

 技術項目 
平均スコア 

ベースライン時 中間レビュー時 

1 種苗生産：シルバーバルブ 3.83 4.42 

2 種苗生産：コイ 3.83 4.00 

3 種苗生産：ハクレン 2.92 3.42 

4 種苗生産：ムリガル 2.92 3.50 

5 種苗生産：ティラピア 3.67 4.42 

6 親魚養成 3.67 3.75 

7 種苗の中間育成 3.50 3.50 

8 餌料づくり 2.92 3.50 

9 給餌管理 3.83 4.12 

10 養殖池準備 4.67 4.92 

11 施肥・水づくり 4.50 4.75 

12 魚病対策 2.08 2.58 

13 養殖活動の記帳 3.83 4.50 

 全体の平均 3.55 3.95 

 

上述のように能力強化が進展していることが確認されたが、指標2-1については、本プロジェ

クトの能力強化はカウンターパートを対象としている一方で、何を分母に「平均で30％以上に

達する」ことをめざしているか関係者間で明確ではなく、検討が必要となっている。 

    

指標2-2については、本中間レビューで実施した質問票調査の結果では、種苗生産農家27名中

20名（74％）8が普及員の指導について「満足」と回答し、6名（22％）が「普通」と回答した。

ベースラインではほぼ100％の農家が普及員の指導を満足しているという結果であったことを

考慮すると、プロジェクトの対象とする種苗生産農家の数が増加し、普及員が多くの農家に十

分に対応することが難しくなってきていることが理由のひとつとして考えられる。 

                                                        
8 質問票は2年次までのプロジェクトの対象種苗生産農家28名を対象に実施した。この該当する質問では無効な回答が1つ含まれ

ていたため、有効回答数は27であった。 
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アウトプット3：種苗生産農家が育成される。 

指標3： 

3-1 各対象州において、種苗生産可能な農家数が、19農家から45農家に増加する。 

3-2 対象地域において、少なくとも3魚種の種苗生産を行える農家数が、200％増加する。

3-3 対象地域の種苗生産量が、200％増加する。 

3-4 対象地域において、種苗生産農家の販売収入が、200％増加する。 

 

本プロジェクトでは技術研修、施設（ふ化施設整備の一部の資材）や親魚等の供与、オンフ

ァームガイダンス等による指導により種苗生産農家の育成に取り組んでいる。指標3-1について

は、第2年次までに30の種苗生産農家がプロジェクトに参加しているが、そのうち28名が種苗生

産に取り組んでおり、2名の農家が個人的な理由により生産を中断している。 

 

表－５ プロジェクトに参加している種苗生産農家数 

（括弧内は研修参加後に種苗生産を中断している農家数） 

対象州 
2011年から参加の 

種苗生産農家 

2012年から参加の 

種苗生産農家 
合 計 

プルサット 4（-1） 5 9（-1） 

バッタンバン 6 5 11 

シェムリアップ 4 6（-1） 10（-1） 

合 計 14（-1） 16（-1） 30（-2） 

 

当初計画では、2013年に種苗生産農家として新たに15名を育成する予定だったが、現時点ま

でに対象3州で特定された2013年の種苗生産農家の候補は12名である。候補となる農家はプロジ

ェクトで設定したクライテリアを満たしている必要があるが、特に、必要な水が確保できるこ

と、施設整備に必要な最低限の資金が確保できること、種苗生産に必要な労働力が十分に確保

できることの3点で要件を満たしている農家が特定されていない状況である。本プロジェクトの

種苗生産農家の育成目標数は、第1フェーズの経験から45と設定されたが、第1フェーズと比較

すると本フェーズの対象3州は養殖を始める条件が十分に整っていないことが指摘されている。

また、プロジェクトでは予期することができない個人的な理由により種苗生産を継続できない

農家もいることから、プロジェクト期間内に目標数を達成することは難しいと考えられる。 

    

指標3-2については、3魚種以上の種苗生産が行える農家数のベースライン値は10農家であり、

本プロジェクトでは2倍にすることを目標としている。種苗生産農家にとって、特にシルバーバ

ルブ、コモンカープ、ティラピアの3種について種苗生産技術を習得することが重要であり、こ

れらの3種の技術を基本にその他の魚種の種苗生産に技術を応用することができる。これら3種

の種苗生産の技術が十分に習得できたかどうかは研修や実習での理解度やパフォーマンスを通

して判断することができるが、各農家の意向や、親魚や施設の整備状況により技術を習得した

農家が必ずしも3種以上の種苗を生産するとは限らない。プロジェクトでは現時点までに各農家

の技術レベルを個別に査定していないが、初年度の種苗生産農家については13農家中10農家が3

魚種または4魚種の種苗を生産したことから、大部分は十分な技術を習得したと考えられる。第

2年次の種苗生産農家については、農家によって技術の習得度に格差があることから、ブラッシ
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ュアップ研修や評価ワークショップを実施するなど、更なる能力向上に取り組んでいる。能力

強化を継続することで、プロジェクト終了時までには多くの種苗生産農家が3魚種以上の種苗生

産を行えるようになることが期待される。 

    

指標3-3については、プロジェクト開始時に実施した調査によると、小規模種苗生産農家によ

る種苗の生産量は、2009年は約88万2,000尾、2010年には147万2,000尾であり、プロジェクトで

は終了時までに生産量を2倍にすることをめざしている。プロジェクト開始後、2011年には13戸

の種苗生産農家の合計生産量が約209万3,000尾（1戸当たり16万998尾）であり、2012年には同13

戸の合計生産量が約153万7,000尾（1戸当たり11万8,230尾）、2012年から新規にプロジェクトに

参加した種苗生産農家15戸の合計生産量が約56万3,800尾（1戸当たり3万7,587尾）であり、2012

年の全種苗生産農家の合計では約210万1,000尾（1戸当たり7万2,441尾）であった。2012年は降

雨の遅れや水不足が影響し2011年から生産を開始した農家のうち4戸が生産量を大幅に減らし

たことにより生産量は期待したほど多くならなかった。また、2011年から参加している農家は

種苗生産の経験者が多かった一方で2012年から新規に開始した農家の多くは種苗生産の経験が

まだ少ないことから、1年目の生産量は小規模であった。2013年には新たに種苗生産農家数も増

え、今後も種苗生産農家への技術支援が継続されることで、自然災害の影響が生じなければプ

ロジェクト終了時までに2010年の生産量の2倍の生産は達成できると考えられる。 

    

指標3-4については、現在までに種苗の価格は下がっておらず上昇傾向にあることから、生産

量が2倍になれば販売収入も2倍、またはそれ以上になることが考えられる。 

    

アウトプット4：対象州において、小規模増養殖活動が展開される。 

指標： 

4-1 対象地域において、農民間研修（Farmer-to-farmer研修）から便益を得た小規模養殖農

家の軒数が、3,000戸以上に達する。 

4-2 対象地域において、共有池を適切に管理する小規模養殖農家数が30戸に増加する。 

    

本プロジェクトではプロジェクト期間内に3,375戸の小規模養殖農家に農民間研修を実施する

ことを計画しているが、第1年次第2年次には計画以上の農家に対して研修が実施された。今後

も第1年次第2年次と同様のペースで農民間研修が実施されれば、指標4-1は目標以上の達成が期

待できる。 

    

表－６ 農民間研修に参加した農家の数（計画及び実績） 

年次 
目標戸数 

（計画） 

参加農家数（実績） 

プルサット バッタンバン シェムリアップ 合計 

1年次 375 135 250 120 505 

2年次 750 256 391 250 897 

3年次 1,125 - - - - 

4年次 1,125 - - - - 

合 計 3,375 391 641 370 1,402 
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共有池については、本プロジェクトは第1フェーズで対象とされていた22の共有池事業のレビ

ューを行い、グッドプラクティスを確認し、共有池の設立・管理ガイドラインのドラフトを作

成した。対象3州では4つのモデルサイトが選出され、住民による共有池の管理活動を支援して

いる。4つのサイトでは共有池の整備や維持管理に必要な資材の提供、魚道や監視小屋の整備、

池に放流する親魚の提供等の支援が実施されている。モデルサイトでは周辺の2～4程度のコミ

ューンが共同で共有池を管理することに合意しており、各サイトで100家族以上の住民が参加し

ている。各サイトで5～8名の委員が選出され管理にあたっている。プロジェクトは共有池の管

理規則の策定を支援し、規則に沿って共有池が管理されることをめざしている。指標4-2の「共

有池を適切に管理する小規模養殖農家数が30戸に増加する」については、指標が現状に対し適

切ではないと考えられるが、活動は上述のとおり順調に進捗しており、管理委員への聴取調査

でも新しい管理体制や活動に満足しているとの意見が確認できた。今後は、共有池を住民自身

が規則に沿って適切に管理できるよう、各モデルサイトの活動をモニタリングし必要に応じた

支援を行うことが重要である。 

 

アウトプット5：種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される。 

指標： 

5-1 種苗生産技術、種苗生産・販売などに関する情報交換会が、年2回開催される。 

5-2 対象地域において、種苗生産技術、種苗生産・販売、必要な投入の調達などに関する助

言や提言の数が増加する。 

 

種苗生産農家のネットワーク形成の第一歩として、プロジェクトでは各対象州ですべての種

苗生産農家やその他の関係者を招いた会合を調整・実施し、種苗生産技術や販売等に関する情

報交換が行われた。その後、バッタンバン州では既に3回のネットワーク会合が実施され、会長

やその他の役員が選出されている。また、毎年少なくとも3回、必要に応じてそれ以上の会合を

実施することが決定された。プルサット州及びシェムリアップ州の種苗生産農家についても、

ネットワークは販売や技術に関する情報を交換する場として非常に重要であると考えているこ

とが聴取調査で確認された。よって、終了時までに各州で年間2回以上の会合が実施されるよう

になることが期待できる。 

    

指標5-2については、種苗生産技術、種苗生産・販売、必要な投入の調達などに関する助言や

提言の数は現時点まで記録されていないが、上述のように会合が第2年次から開始されており、

また、種苗生産農家間のコミュニケーションが必要に応じて行われていることが確認されてい

ることから、助言や提言の数は増加していると考えられる。 

 

３－２－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：対象州において、小規模養殖の生産量が増加する。 

指標： 

対象地域でプロジェクトが推進する小規模養殖の年間生産量が、2015年に150tに増加する。

    

対象州の小規模養殖農家の年間生産量については適切なデータが存在していないため、プロ
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ジェクトでは表-7に示すような仮定条件により推定生産量を算出し、2015年までの目標として

「150t」を設定した。 

 

表－７ 2015年の小規模養殖農家生産推定量 

小規模農家数 
生産を継続する 

小規模農家の割合

養殖池の 

サイズ 

生産性 

（kg/100㎡） 

小規模養殖農家に

よる生産量（推定）

3,375  × 80％  × 120 ㎡  × 35 kg/100㎡ =     113t 

3,375  × 80％  × 120 ㎡  × 40 kg/100㎡ =     130t 

  

～
 

～
 

～
 

3,375  × 80％  × 150 ㎡  × 35 kg/100㎡ =     142t 

3,375  × 80％  × 150 ㎡  × 40 kg/100㎡ =     162t 

 

上記の各仮定条件が満たされる見込みについて、以下のような現状が確認された。 

    

（1）小規模農家数 

アウトプット4の達成状況で示したとおり、小規模養殖農家数は計画を上回る数の農家が研

修に参加していることから、4年次までに3,375戸以上の達成が見込まれる。 

 

（2）生産を継続する小規模農家の割合 

普及員のモニタリング結果によると、研修を受けた1年目の農家はほぼ100％の農家が生産

している。2012年4月に実施した養殖農家会合での評価ワークショップでは、2011年に研修を

受けた農家の90％が2012年も養殖を継続したいとの意思を示した。しかし、普及員によると、

それらの農家のうち、対象3州すべてで40～50％の農家が2012年は生産しなかった。理由とし

て以下が挙げられている。 

・ 2011年に深刻な洪水の被害があったことも影響し、養殖を敬遠する農家があった9。 

・ 2012年は干魃があり、池に生産開始に必要な水が溜まらなかった。 

・ 職を求めて農村から流出する農家がいる。 

フェーズ1でも養殖を継続する小規模農家の割合は80％以上を確保していたことから、2012

年に生産しなかった農家も天候の影響がなければ2013年は養殖に取り組むことが期待されて

いるが、現時点では継続する農家の割合は確認されていない。 

 

（3）養殖池のサイズ 

養殖に適した素掘池を現在所有していること（もしくは養殖池造成用に土地を確保してお

り、自前で池の準備が可能であること）は、本プロジェクトの農民間研修に参加するための

条件のひとつである。2011年に農民間研修に参加した小規模養殖農家の池のサイズの平均値

は、プルサット州では120.6㎡、バッタンバン州では234.7㎡、シェムリアップ州では222.6㎡で

ある一方、最頻値は3州とも100㎡～150㎡である。 

                                                        
9 聴取調査によると、2012年の初めに多雨の長期予報が出されたことで養殖を敬遠する農家が多かったとのこと。また、辰年は

雨が多いとの信仰があり、多くの農家が最初から養殖を敬遠したことが挙げられている。 
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（4）生産性 

フェーズ1の小規模生産農家の平均生産量は100㎡当たり30～40kgであった。2011年にプロ

ジェクトが実施したサンプル調査では同様の生産量が確認されている。 

    

このように、プロジェクト目標達成のためには小規模農家の生産継続が重要な要因であり、

気候がネガティブな影響を与えていることが分かる。他の条件も重要であるが、プロジェク

ト前半と同様の活動を後半にも同じレベルで実施することができれば、条件を満たすことが

可能である。また、池での養殖に加えて、プロジェクトが設置したモデル圃場を活用して水

田養殖を促進していくことで、生産量が更に増加することが期待される。 

 

３－３ 実施プロセス 

（1）活動実績 

プロジェクト開始後、実施プロセスで生じた課題に対処するため、計画にいくつかの修正

が生じたものの、プロジェクトチーム（カウンターパート職員及び日本人専門家）は柔軟に

対応しながら、計画に沿って活動を実施している。第1年次は計画されていた活動に加えて、

以下の活動が実施された。 

・ タクビル種苗生産ステーションの改修（当初計画では第2年次に予定されていた） 

・ 第2年次に対象とする種苗生産農家の選出 

・ 共有池の整備 

・ 小規模養殖農家の養殖池135個の掘削 

・ 洪水の被害にあった農家の支援 

    

さらに第2年次には以下の活動が追加され、実施された。 

・ 養殖農家の能力強化及び継続性を向上するための評価ワークショップの実施 

・ 水田養殖のモデルサイト17個の設置及び、説明のためのセミナーの開催 

・ 小規模養殖農家の養殖池55個の掘削（実施中） 

 

（2）マネジメント・コミュニケーション 

合同調整委員会（JCC）はR/Dに記載されているとおり年1回のペースで2012年2月に開催さ

れ、R/Dに記載されているとおりの参加者により第1年次の活動と進捗、第2年次の活動計画

（PO）について議論された。また、PDMの改訂が合意された。プロジェクト全体の活動の管

理のために、プロジェクトマネジャーにより毎月1回の会合がプノンペンで開催されており、

対象3州のカウンターパートの代表も参加している。この月例会合では各州の普及員による活

動の進捗が報告され、活動における課題や問題点についてプロジェクトチームで協議し、ス

ムーズな活動実施に努めている。必要な情報は会合や日々の活動を通してメンバーの間で共

有されており、中間レビュー時の聴取調査ではコミュニケーションに関して特筆すべき問題

は確認されなかった。 

 

（3）技術移転 

カウンターパート職員や農家に対する聴取調査では、すべての回答者がプロジェクトの提
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供する研修を大変重要であると考えていることが確認された。質問票調査では、カウンター

パート職員16名中3名が研修を「大変良い」と評価しており、13名が「普通」と評価している。

種苗生産農家は28名中5名が研修を「大変良い」と評価し、23名が「普通」と評価している。

この評価の理由としては、ほとんどの回答者が研修によりある程度能力が向上しているもの

の、特に種苗生産技術に関する研修をもっと多く受けて更に技術を習得する必要があること

を挙げている。一方、研修では今まで幅広い内容が扱われていたが、今後は内容を絞ること

で更に理解度が上がるのではないかという希望があった。さらに、カウンターパート職員や

農家の多くが第三国研修を含む国内外のフィールド研修が新しい技術を習得するためには有

効であるとの意見があった。 

小規模養殖農家については、聴取調査で回答した13名全員が農民間研修に満足していると

回答した。彼らは研修後も普及員・種苗生産農家の双方から技術的な支援を受けていること

が確認された。 

 

（4）人材配置 

カウンターパート職員の配置については、職員の能力や人数については適切に配置されて

いることが確認された。しかし、活動が進むにつれて、対象州のポテンシャルに応じて養殖

普及の進度が異なることから、必要な人材の数が州によって異なるようになった。よって、

2012年にはバッタンバン州に1名増員し、プルサット州は1名減員して対応することが合意さ

れた。中間レビュー時点では、対象農家の数の増加に合わせて増加する業務量に対応するた

めには普及員4名（バッタンバン州に2名、プルサット州、シェムリアップ州に1名ずつ）と養

殖開発部の技術職員1名の合計5名のカウンターパート職員の増員が必要であると考えられて

いる。 

日本人専門家に関しては、多くのカウンターパート職員が専門家の貢献度を高く評価して

いる。唯一、3月4月に専門家が業務に従事できないことに関する不便が専門家、カウンター

パート職員双方から表明された。この時期は契約更新のため専門家が配置されていないが、

種苗生産農家の生産開始に伴う支援や農民間研修に参加する小規模養殖農家の選出など、適

切なタイミングで活動を実施するため重要な業務が立て込む時期である。そのため、運営指

導調査団の派遣により、プロジェクトへの支援を行った。 

 

（5）PDMの改訂 

開始当初のPDM（バージョン0）は多くの指標について目標値が空欄であり、プロジェクト

開始後に調査によるデータ収集を実施し、目標値を設定することが期待されていた。本プロ

ジェクトでは開始直後にローカルコンサルタントが実施したベースライン調査に加えて、プ

ロジェクトチームが目標値の設定に必要な情報収集を行い、その結果を用いて目標値が設定

された。2012年2月のJCCでは関係者間で目標値について合意が形成され、PDM（バージョン1）

が承認された。 

 



 

－18－ 

第４章 中間レビューの結果 
 

４－１ 5項目評価 

４－１－１ 妥当性 

（1）カンボジアの農村や対象地域のニーズとの整合性 

本プロジェクトの普及対象コミューンは自然水域からの漁獲が少なく、流通網も未発達

なためたんぱく源としての淡水魚（鮮魚）は慢性的に不足状況にある。また多くの農家が

経済的に貧困状態にある地域を選択していることから、淡水養殖は生計向上の手段として

高いニーズが認められる。農民の養殖への関心は高いがこれまでは技術的なノウハウの不

足、養殖種苗の域内調達などが養殖普及の障害となっていた。これらの背景から本プロジ

ェクトによる養殖普及への需要は高く、対象地域の社会ニーズと合致している。 

 

（2）カンボジア政府の政策との整合性 

詳細計画策定調査で示されたとおり、本プロジェクトは国家戦略開発計画（NSDP 

2009-2013）との高い整合性が確認されている。同計画は現時点でも有効なカンボジアの国

家政策である。本開発計画では、重点戦略として「農業開発」を掲げており、その構成要

素のひとつである「漁業改善」により貧困緩和・食糧安全保障をめざしている。具体的に

は養殖農家への技術的な支援や種苗の提供などを実施することが述べられている。また、

水産戦略計画フレームワーク（2010-2019）では、水産セクターが直面している課題に対す

る政府の介入の主要な分野のひとつとして「小規模、中規模、大規模の淡水養殖への支援」

が挙げられている。よって、現行の政策との整合性は引き続き高いといえる。 

 

（3）日本の支援政策 

2012年4月に更新された対カンボジア王国国別援助方針では、「着実かつ持続可能な経済

成長と均衡のとれた発展」をめざし、経済基盤強化を援助重点分野のひとつとしている。

その中で協力プログラムのひとつとして、農業生産性向上プログラムが設定されている。

本プログラムでは灌漑整備・稲作技術の改善とともに、魚養殖を含む営農の多様化による

総合的な農業の生産性向上と農民の生計向上をめざしている。 

 

（4）手段としての適切性 

本プロジェクトのデザインは、第1フェーズの経験を国内の条件が異なる地域に適用し、

同様に成果を上げることをめざしている。養殖を小規模農家に普及させる適切な手段とし

てフェーズ1で実証された農民間研修（Farmer to Farmer Training）が本プロジェクトでも適

用されており、財政基盤の脆弱性から政府主導の普及事業が十分に行き届かない状況の下、

本プロジェクトの対象地域においても適切な普及方法であると関係者から評価されている。 

対象3州は詳細計画策定調査時に候補となっていた7州から降水量、地形、地質等の特徴

から、小規模養殖事業により適している地域として選択された。種苗生産農家、対象コミ

ューン、対象小規模養殖農家、共有池対象サイトのそれぞれを選択するに際には、プロジ

ェクト活動の潤滑な実施のためにクライテリアを設定し、適切な選出が行われている。 
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（5）他事業との連携・デマケーション 

対象州内では、米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）

のハーベストプログラムやNGOが淡水養殖に関する支援事業を行っている。これらの他事

業は物的支援を多く行うなど支援の方針が本プロジェクトとは異なることから、対象地域

が重複しないように調整されている。 

 

４－１－２ 有効性 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

「3-2-2 プロジェクト目標の達成状況」で述べたとおり、2012年に気候の影響を受けた

ことにより、養殖を継続している小規模農家の割合は現時点で確認されていないが、第1フ

ェーズの経験からも今後そのような気候の悪影響がなければそれらの農家の多くが養殖を

継続することが予想されていることから、気候による外部要因の影響がなければ終了時に

はプロジェクト目標が達成されることが見込まれる。 

 

（2）プロジェクト目標とアウトプットの因果関係 

小規模農家による生産量を増加させるためには、技術改良から適正技術を開発・導入し

（アウトプット1）、種苗生産農家や養殖農家を支援する普及事業を向上させ（アウトプッ

ト2）、種苗生産農家が十分な質・量の種苗を提供できるように技術支援し（アウトプット3）、

小規模養殖農家の養殖生産を促進し（アウトプット4）、種苗生産農家のネットワークを向

上することで自立的・持続的な種苗生産を促進する（アウトプット5）ことが必要である。

よって、プロジェクト目標とアウトプットには適切な因果関係が認められる。 

一方、プロジェクト目標達成のための外部条件のひとつとしてPDMにも「旱魃や洪水な

どを含む自然災害」が挙げられているが、既述のとおり、第1年次第2年次に既に洪水や干

魃による悪影響が生じている。2011年の洪水は種苗生産農家や養殖農家の生産に影響を及

ぼし、プロジェクトでは種苗生産農家に親魚を供与するなど追加支援を行った。また、2012

年の干魃では種苗生産や養殖農家の生産継続にネガティブな影響を与えた。 

その他の外部条件については、対象地域において深刻な魚病や周辺国からの種苗輸入に

よる種苗供給バランスの変化は生じていない。 

 

４－１－３ 効率性 

（1）アウトプットの達成見込み 

「3-2-1 アウトプットの達成状況」で述べたとおり、プロジェクト実施中にいくつかの

課題が生じているものの、活動の進展に合わせた各アウトプットが発現している。アウト

プット1については、既にいくつかの新たな技術が開発されており、今後も適正技術の改良

のために試験が継続される予定である。アウトプット2に関しては、普及員であるカウンタ

ーパート職員の能力向上が既に確認されており、今後も十分なレベルに達することを目標

に能力強化が継続される予定である。アウトプット3については、第3年次に種苗生産農家

となる条件を満たす候補者が十分に確保されていないことが課題となっている。また、自

然災害によるネガティブな影響が生じているが、種苗生産農家の能力向上が進んでおり、

今後更に技術強化のための活動が進められる予定となっている。アウトプット4については、
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計画以上の数の小規模農家に養殖普及が行われており、共有池事業も順調に進展している

ことが確認された。アウトプット5では、種苗生産農家のネットワークは構築されつつあり、

種苗生産農家にとって重要な活動であることが認識されている。 

このようにそれぞれのアウトプットで進展が確認されたが、各アウトプットの達成状況

を適切に判断するためには、いくつかの指標について現状にかんがみ、また不明確な表現

を避けるために見直しが必要とされている。 

 

（2）アウトプットの達成に影響を及ぼす要因 

活動の実施において以下のような課題が確認された。 

・ 第2年次には、多くの種苗生産農家が資金不足や時間の不足により生産を開始するた

めの準備に遅れが生じた。また、産卵及びふ化施設を建設するための資金や時間（労

働力）の不足に加えて、親魚の準備が予定どおりに進んでいない農家が多くあった。

プロジェクトでは第1フェーズで育成され十分な経験をもったタケオ州やコンポン

スプー州の水産局職員から支援を受けたり、第2年次に予定される種苗生産農家全員

に親魚を配布するなどして何とか予定どおりにカンボジアモデルの施設を準備する

ことができたが、追加の投入が必要となった。 

・ 本プロジェクトの対象州は第1フェーズの対象地域と比較して農家がそれほど養殖に

親しんでおらず、近隣の養殖農家を観察して技術やノウハウを学んだりすることが

難しい状況にある。このような状況では、養殖を一度開始してもモデルとなる農家

が近隣にいないことで農民間での学習の機会がなく、問題があった場合に一時的に

生産をやめてしまうことが懸念される。生産の継続を促進するために、プロジェク

トでは農家の技術や知識を更に向上する目的で養殖農家会合の年次ワークショップ

や、農民の技術的な課題を補完するスタディーツアー、17のモデル圃場の設置によ

る水田養殖の促進などの追加的な活動を実施している。 

・ 雨期の初旬に降水量が足らず、水不足が生じたことで種苗生産の開始が遅れ、さら

に養殖農家の養殖開始にも遅れが生じた。これにより、対象地域の生産量全体にネ

ガティブな影響が生じた。 

・ 多くの種苗生産農家で資金不足により中間育成池が不足しており、種苗生産量の増

加を阻害する要因となっている。 

 

（3）アウトプットと活動の因果関係 

既述のとおり、ほとんどの活動が計画どおりに実施されており、その結果、現時点まで

のアウトプットが発現している。唯一、共有池の活動はアウトプット4の「小規模養殖の普

及」には直接結びついていないが、共有池事業は多くの場合貧困状態にあり自然資源に依

存している池の周辺の住民が継続的に魚を採ることができるように、資源管理に貢献する

活動として大変重要であると認識されている。 

アウトプット達成のための外部条件である「本プロジェクトで育成された地方普及員、

種苗生産農家及び小規模養殖農家が、対象州において、業務を継続する」については、現

時点までにカウンターパート職員3名の交替があり、2名の種苗生産農家が生産を休止して

いる。小規模養殖農家については、既述のとおり2011年に養殖を開始した農家の約半数が
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2012年は生産を継続しなかった。主要な原因は干魃や洪水であるとされており、気候の影

響がなければ2013年は生産を再開することが期待されている。 

 

（4）投入のタイミング、質、量 

全般的には、第1年次第2年次は投入が直接活動に結びつき、その結果としてアウトプッ

トが醸成されている。第1フェーズの経験や育成された人材（水産局職員及び種苗生産農家）

が効果的に活用されている。例えば、タケオ州の種苗生産農家の圃場で研修が実施された

り、必要に応じて第1フェーズでカウンターパート職員だった水産局職員や種苗生産農家の

支援を受けて活動を実施するなどの活用がみられた。一方、活動中に生じた課題に対処す

るために、追加投入量が必要となるケースが生じた。例えば、種苗生産農家の生産開始時

期を計画に合わせるために親魚を提供したり、洪水で親魚を失った農家の生産を支援する

ために親魚を提供するなどの追加投入が行われた。 

カンボジア側の人材については、R/Dに記載されているとおりの配置がなされた。しかし、

対象農家の増加に伴い業務量が増加していることから、普及員であるカウンターパート職

員を各州で追加する必要があることや、3年次から参加する種苗生産農家の多くが未経験者

であることにより技術的な課題に対処する職員を追加する必要があることが、カウンター

パート側、日本人専門家側双方から表明されている。 

 

４－１－４ インパクト 

（1）上位目標の達成見込み及びプロジェクト目標との因果関係 

上位目標の「対象州において、小規模養殖農家の家計が改善される」については、第1年

次に生産を開始した小規模養殖農家は既に生産した魚を自家消費もしくは販売している。

その結果、ある程度利益を得たり、自家消費で出費を抑えたりすることができた。第2年次

に開始した農家については、多くの農家が2013年4月ごろからの収穫を予定しており、同様

に自家消費または販売される予定である。上位目標の指標である「対象地域において、養

殖活動から収益及び貯蓄を改善させた小規模養殖農家の戸数が、2018年までに5,000戸に増

加する」については、中間レビュー時点では達成レベルの予測は時期尚早であるが、多く

の種苗生産農家が種苗を販売する顧客の拡大のためにも養殖技術を新たな農家に移転して

いく意向を表明しており、既にプロジェクトが調整している農民間研修以外でも種苗生産

農家が独自に技術移転を行うケースが多く確認されている。よって、現状では自然災害の

影響が生じなければ達成の可能性は高いと考えられる。 

上位目標達成に向けた外部条件「養殖魚の売価が大きく下がらない」については、対象

州では売価の下落は確認されていない。 

 

（2）波及効果 

以下のような波及効果が確認されている。 

・ 既述のとおり、多くの種苗生産農家はプロジェクトが調整・実施している農民間研

修以外にも種苗を買い求める農家や関心を示す農家に対して独自に技術的な支援を

提供している。プロジェクトによる農民間研修の第2年次までの参加農家数が1,402

名であった一方、種苗生産農家に対する質問票調査では、今までに指導した全農家
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数は合計で2,843名（種苗生産農家1人当たり105名）に上る結果であった。 

・ 種苗生産農家のなかには、それぞれの趣向や利益性によって、本プロジェクトの対

象魚種以外のクラリアスなどの魚種の種苗生産を開始しているケースや、パンガシ

ウスなどの魚種の養殖を始めているケースがある。それらは、種苗生産農家間の情

報交換や親魚のやり取りを通して進められている。 

・ プロジェクトのモデル圃場に選出され水田養殖を開始した農家では、化学肥料の使

用を減らし、殺虫剤を使用せずに、水田養殖によりコメの生産性が著しく向上した

と述べている。 

・ カウンターパート及びカウンターパート以外の普及員は、本プロジェクトの研修で

得た技術を活用してNGOや他の国内機関の依頼による養殖研修を実施している。バ

ッタンバン州では、そのような研修の場が本プロジェクトの普及員研修に参加した

普及員から参加していない普及員に対して技術を共有する良い機会となっていると

のことであった。 

 

４－１－５ 自立発展性 

（1）対象グループ及びカウンターパート機関 

本プロジェクトは、対象地域の農家間で養殖生産の持続性を確保することを考慮したデ

ザインとなっている。つまり、種苗生産農家と小規模養殖農家の双方にとって利益のある

活動であるため、農家が一度十分な知識や技術を習得し生産を安定させることができれば、

政府の支援は最低限であっても、そのあとは独自に生産を継続・拡大していくことをめざ

している。また、種苗生産農家間のネットワークは、小規模の生産者が自立して生産活動

を行うために必要な技術または販売情報を提供する機能を果たすものである。よって、種

苗生産農家の強化は自立発展性確保のために最も重要な課題のひとつであると考えられて

いる。 

一方、カウンターパート職員については、活動に必要な予算の確保が必要となる一方で、

プロジェクト終了後も農家をフォローアップし、活動を継続させるためには、プロジェク

ト期間中に十分な技術や経験を得ることが重要となっている。 

 

（2）政策・制度面 

本プロジェクトはカンボジア政府や水産局の政策・戦略に合致していることから、小規

模養殖の発展に向けた政策・制度面の支援は今後も継続することが期待できる。 

 

（3）環境・社会・文化面 

一部の種苗生産農家が、本プロジェクトの対象魚種ではないクラリアスの交配種の種苗

生産を独自に始めている。クラリアス交配種の種苗のニーズが高いことから、種苗生産農

家の間ではクラリアス交配種の種苗生産を始めたいというニーズがあるが、交配に用いる

アフリカ原産種は現地の生態系に影響を与える可能性がある魚種のひとつと考えられてい

る。 

社会・文化面では、自立発展性に影響を与えるような現象や要因は確認されていない。 
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４－２ 結 論 

本プロジェクトは第1年次第2年次の活動を計画どおりに実施し、順調な進捗が確認されている。

その結果、現時点までにそれぞれのアウトプットが既に発現しはじめている。外部要因の影響や

実施中に生じた課題が確認されているものの、終了時までには目標の達成が見込まれる。 

妥当性は対象グループのニーズ、カンボジア政府の政策、日本の支援政策の面から引き続き高

いことが確認された。また、フェーズ1から引き継いだアプローチは、小規模農家の間で持続的な

養殖の発展をめざすにあたり適切であると評価されている。 

有効性については、外部要因の影響が生じており、今後も小規模養殖の生産量を増加させるに

あたり影響が心配されるが、自然災害の影響がなければアウトプット達成の結果としてプロジェ

クト目標の達成が期待できる。 

効率性については、プロジェクト活動は投入を効率的に活用して実施されており、特に第1フェ

ーズの経験や人材を有効に活用していることが確認された。同時に、第1フェーズの条件とは異な

る対象地域の特徴が明らかになり、追加の活動や投入が必要とされる場面も生じた。このような

状況下、計画どおりに活動を進めるためにはカウンターパート職員の増員が求められている。 

インパクトについては、上位目標の達成レベルを予測するには時期尚早であるが、種苗生産農

家による農民間研修が既に独自に機能していることが確認された。また、種苗生産農家や普及員

の間にいくつかの正の波及効果が生じていることが確認された。 

最後に、本プロジェクトは政府の支援が最低限だとしても農民間研修やネットワークにより農

家が自立発展的に生産を行うことをめざしたデザインとなっていることから、対象地域において

は小規模農家の種苗及び養殖生産の持続性が期待できる。カウンターパート職員もまた、プロジ

ェクト活動のフォローアップのために必要な能力を強化していくことが期待されている。 
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第５章 提 言 
 

５－１ 提 言 

（1）指標となる種苗生産農家の数 

中間レビュー調査時までにプロジェクトで育成された種苗生産農家数は、ほぼ計画どおり

の数で進捗していた。これに加えプロジェクトは、種苗生産農家の選定基準に従い、第3年次

種苗生産農家の候補を選定する作業を進めている。しかしながら、当該地域に同基準を満た

す農家が十分な数存在しないことから、指標となる種苗生産農家の数を減少させることが望

ましい。数を減らしても、十分な資質も有する農家を選定することにより、プロジェクトの

技術移転を受けて確実に種苗を生産し、農民間研修を的確に実施できる農家を育成すること

をめざすべきである。 

 

（2）養殖農家への普及活動の強化 

水産局養殖開発部及びカントンメンにカウンターパート職員（C/P）を増員させることによ

り、対象農家への普及活動を強化することがふさわしい。このカウンターパート増員に係る

理由は以下のとおり。 

・ フェーズ1とは異なり、フェーズ2の対象3州は面積が広く、現時点で普及員の業務負担

が大きくなっていることから、十分な普及活動にはカントンメンに所属するカウンタ

ーパートの増員が必要である。 

・ 第1年次及び第2年次に選定された種苗生産農家に対しても、更なる技術指導が必要で

ある。 

・ 第3年次に選定される種苗生産農家は養殖の初心者であり、普及員からの丁寧な技術指

導を必要とする。 

・ 普及員は、農民間研修に参加する的確な農家の選定に労力を要し、研修後の支援にも

継続して労力を必要とする。 

    

上記の理由から、水産局養殖開発部に1名の種苗生産を専門とするカウンターパートを増員

し、州普及員についても適当な人数を増員させることが望ましい。また、種苗生産農家の能

力向上の支障として、養殖環境が考えられる。例えば、重要な要素として、稚魚育成池及び

水の不足がある。そのため、稚魚育成池及び深井戸の建設など、早急な施設整備を必要とす

る農家へのインフラ建設支援を考慮することがふさわしい。 

 

（3）水田養殖に焦点を当てた小規模養殖の促進 

第2年次には、種苗生産農家及び一般養殖農家の17サイトで水田養殖の展示圃（デモンスト

レーションファーム）を実施した。この活動によって、水田養殖は対象州において養殖活動

の形態のひとつとして認知されはじめている。プロジェクトは、水田養殖農家を増加させる

ための手法を検討する必要がある。 

 

（4）技術開発と普及の連携 

対象農家が解決できない技術的な問題は、タクビル種苗生産ステーションにて技術改良を
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検討することが望ましい。そのためには、プロジェクトによって、普及員とタクビル種苗生

産ステーション職員が共同し、情報交換できる体制を整備する必要がある。このような連携

によって解決が可能となるであろう種苗生産に係る技術的課題は、ふ化直後の生存率の低さ、

質の良い親魚の不足などが挙げられる。 

 

（5）種苗生産農家による的確な種苗管理 

これまでにプロジェクトの対象魚種にナマズ2種（ウォーキングキャットフィッシュ/クラリ

アス、パンガシウス）は含まれていないものの、現状として、これらの魚種は商業的な生産

を行う養殖農家の間で養殖がなされている。このような環境下において、プロジェクトが対

象とする種苗生産農家並びに養殖農家も、これらの魚種に興味を示している。既にウォーキ

ングキャットフィッシュ/クラリアスの雑種の種苗を生産しはじめている種苗生産農家が存在

し、多くの小規模養殖農家はウォーキングキャットフィッシュ/クラリアス、パンガシウスの

種苗を池に保有している。このような状況にかんがみ、これら2種の魚種に関する技術的な情

報が、農家に提供されることを考慮することが望ましい。特に、ウォーキングキャットフィ

ッシュ/クラリアスに関しては、生物多様性の観点から、アフリカ原産の親魚の的確な管理に

ついて、種苗生産農家が理解できるような方策についても検討することが重要である。 

 

（6）PDM指標の改訂 

プロジェクト対象地域の現状並びに文言の不明瞭な表現を考慮し、PDM1の成果指標の一部

を改訂する必要がある。中間レビュー調査団による改定案は、付属資料5.のとおりである。 

 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 

 

２．主要面談者一覧 

 

３．団員所感 

 

４．ミニッツ及び合同評価報告書 

 

５．PDM2 

 

６．評価グリッド 

 

７．質問票（回答集計） 

 

８．調査記録メモ 
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